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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１．売上高には消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ）は含まれておりません。 

２．第82期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第5号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第8号）を適用しておりま

す。 

３．第81期中は、平均臨時雇用人員が従業員数の10％未満である為、平均臨時雇用人員の記載を省略しておりま

す。 

回次 第81期中 第82期中 第83期中 第81期 第82期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 
至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

(1)連結経営指標等            

売上高 (百万円) 124,749 138,620 145,955 263,074 281,613 

経常利益 (百万円) 12,774 13,775 12,899 26,459 29,795 

中間(当期)純損益 (百万円) 7,292 7,909 7,144 15,249 17,077 

純資産額 (百万円) 86,170 103,753 123,354 96,528 115,180 

総資産額 (百万円) 253,102 306,553 343,675 272,674 315,448 

１株当たり純資産額 (円) 358.99 421.93 502.34 405.10 469.17 

１株当たり中間(当期)純損益 (円) 30.38 33.23 30.01 63.23 71.74 

潜在株式調整後１株当たり中間

(当期)純損益 
(円) － 33.22 30.00 － 71.72 

自己資本比率 (％) 34.0 32.8 34.8 35.4 35.4 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 11,046 11,082 13,355 26,948 23,633 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △9,469 △13,542 △11,416 △25,011 △31,685 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △2,693 3,272 △1,946 △5,653 7,028 

現金及び現金同等物の中間期末

(期末)残高 
(百万円) 9,352 8,133 7,018 7,320 6,483 

従業員数 

(外、平均臨時雇用人員) 

(人) 2,843 

  

2,985 

(439) 

3,065 

(548) 

2,893 

(472) 

2,972 

(471) 

(2)提出会社の経営指標等            

売上高 (百万円) 71,378 82,057 87,115 152,589 170,111 

経常利益 (百万円) 8,272 9,643 9,165 18,043 20,843 

中間(当期)純損益 (百万円) 4,916 6,247 5,786 10,493 13,108 

資本金 (百万円) 24,211 24,211 24,211 24,211 24,211 

発行済株式総数 (千株) 242,075 242,075 242,075 242,075 242,075 

純資産額 (百万円) 76,688 86,210 99,405 83,765 93,994 

総資産額 (百万円) 189,883 241,466 276,235 208,034 249,443 

１株当たり配当額 (円) 3.00 4.00 6.00 9.00 10.00 

自己資本比率 (％) 40.4 35.7 35.9 40.3 37.6 

従業員数 

(外、平均臨時雇用人員) 
(人) 

1,513 

  

1,619 

(89) 

1,704 

(178) 

1,531 

(61) 

1,627 

(108) 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1)連結会社の状況 

 （注）1. 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は()内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。 

 2. 臨時従業員には、季節工、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。 

(2)提出会社の状況 

 （注）1．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は()内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

2．臨時従業員には、季節工、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。 

3．従業員については60才定年制を採用しております。 

(3）労働組合の状況 

 当社には、提出会社の本社及び各事業所にそれぞれ支部をもつ日本ゼオン労働組合が組織されており、全国化学

労働組合総連合に加盟しております。また、連結子会社２社でそれぞれ労働組合が組織されております。 

 労使関係は安定しており、特記すべき事項はありません。 

  平成19年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

エラストマー素材  
1,458 

(121) 

高機能材料  
700 

(236) 

その他  
443 

(129) 

全社（共通）  
464 

(62) 

合計  
3,065 

(548) 

  平成19年９月30日現在

従業員数（人） 1,704 

(178) 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1)業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善を背景にした設備投資が増加し、個人消費も増加の傾向に

ありました。しかしながら、原油価格の高騰などに伴う原料価格の大幅な上昇や米国の住宅金融市場におけるサブプライ

ムローンの不良債権化に伴う景気への影響など、事業環境の先行きに不透明感が残りました。 

石油化学業界においては、原油、ナフサの価格が高騰し、原材料価格が高水準で推移しましたが、需要は、国内の景気

回復、底堅いアジア向け輸出等により好調を継続しました。半導体及び液晶部材関連については、需要は好調ながらも価

格低下など厳しい環境が続きました。 

 当社グループはこのような環境のもとで、「ＺΣ（ゼットシグマ）運動」によるコスト削減低減に努めるとともに、エ

ラストマー素材事業においては、販売価格の改定、採算重視の販売政策を継続し、高機能材料事業においては、事業の拡

大と新製品の開発に取り組んでまいりました。 

 この結果、当中間連結会計期間の売上高は1,459億55百万円（前年同期比5.3％増）、営業利益は140億円（同2.4％

増）、経常利益は128億99百万円（同6.4％減）、中間純利益は71億44百万円（同9.7％減）となりました。 

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

（エラストマー素材事業部門） 

合成ゴムについては、国内販売は、主要用途である自動車およびタイヤの需要が前期に引き続き好調に推移し、数量、

売上高も前年同期を上回りました。輸出販売は、中国・アジアを中心に需要は旺盛でしたが、在庫事情から一部出荷調整

を実施したことにより、数量は前年同期を下回りましたものの、売上高は販売価格の改定と円安効果により、前年同期を

上回りました。海外子会社については、米国子会社は順調に売上高を伸ばし、英国子会社も回復し売上高を伸ばし、収益

性も改善されました。この結果、合成ゴム全体では、売上高は前年同期を上回りました。営業利益は、国内会社について

は原料価格の上昇によるコスト増を吸収できず前年同期を下回りましたが、海外子会社が好調だったことから前年同期を

上回りました。 

合成ラテックスについては、国内販売は採算性の低い紙用途の販売を減少させる一方、特殊品の販売増に努め、また販

売価格の改定により、売上高は前年同期を上回りました。輸出販売については、手袋用途を伸ばしました。この結果、合

成ラテックス全体では売上高、営業利益ともに前年同期を上回りました。 

化成品については、熱可塑性エラストマーSISは好調に推移しました。石油樹脂は在庫事情の影響もあり、数量は減少

しましたが、売上高は販売価格の改定もあり、前年同期を上回りました。タイの石油樹脂子会社も順調に推移しました。

この結果、化成品全体では、売上高は前年同期を上回ったものの、営業利益は原料価格の上昇によるコスト増を吸収でき

ず、前年同期を下回りました。 

以上の結果、エラストマー素材事業部門全体の売上高は935億69百万円（前年同期比6.4％増）、営業利益は90億49百万

円（同6.6％増）となりました。 

（高機能材料事業部門） 

高機能樹脂（シクロオレフィンポリマー）関連では、液晶パネル用光学フィルム（ゼオノアフィルム）は、価格低下が

厳しいものの数量を伸ばし、売上高は前年同期を上回りましたが、その他の成形品では売上を落としました。光学レンズ

用途、医療用途向け樹脂（ゼオネックス）は、携帯電話およびカメラの販売好調などにより売上げを伸ばしました。この

結果、高機能樹脂全体では、売上高は前年同期を上回りましたが、営業利益は販売価格の低下と研究開発費など販売管理

費の増加により前年同期を下回りました。 

情報材料関連では、エッチング用ガスの売上高が低迷しましたが、トナーが順調に売上高をのばしました。この結果、

情報材料全体では売上高、営業利益ともに前年同期を上回りました。 

化学品関連では、合成香料が好調で販売数量を伸ばし、売上高、営業利益ともに前年同期を上回りました。 

以上の結果、高機能材料事業部門全体の売上高は248億83百万円（前年同期比6.8％増）、営業利益は46億77百万円（同

8.7％減）となりました。 



（その他の事業部門） 

その他の事業においては、前年同期と大きな変動はなく売上高は286億71百万円（前年同期比2.6％増）となり、営業利

益は健康事業において原価低減を進めた効果もあり、3億17百万円（前年同期比2億61百万円増）となりました。 

所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

（日本） 

エラストマー素材事業部門では、販売数量は、合成ラテックスは好調でしたが、合成ゴム、化成品の輸出販売における

在庫調整の影響もあり前年同期を下回りました。また、売上高は販売価格の改定に円安効果が加わり、いずれも前年同期

を上回りましたものの、営業利益については原料価格の上昇によるコスト増を吸収できずエラストマー素材事業部門とし

ては前年同期を下回りました。 

 高機能材料事業部門では、高機能樹脂(シクロオレフィンポリマー)関連については、液晶パネル用光学フィルム（ゼオ

ノアフィルム）は、価格低下が厳しいものの数量を伸ばし、売上高は前年同期を上回りましたが、その他の成形品では売

上高が減少しました。光学レンズ用途、医療用途向け樹脂（ゼオネックス）は、携帯電話およびデジタルカメラの販売好

調などにより順調に売上高を伸ばしました。高機能材料関連の営業利益は、販売価格の低下と研究開発費などの販売管理

費の増加により前年同期を下回りました。情報材料関連については、エッチング用ガスの売上高が低迷しましたが、トナ

ーが順調に売上高を伸ばしました。この結果、情報材料全体では売上高、営業利益ともに前年同期を上回りました。ま

た、化学品関連では合成香料が好調で販売数量を伸ばし、売上高、営業利益ともに前年同期を上回りました。 

 その他の事業においては、前年同期と大きな変動はありませんでした。 

以上の結果、売上高は1,265億97百万円(前年同期比4.3％増)、営業利益は107億36百万円(前年同期比4.6％減)となりま

した。 

（北米） 

合成ゴムの販売が好調に推移し、また、コスト削減と原料価格上昇に対応した販売価格の改定を行い採算の改善に努め

ました。高機能樹脂など合成ゴム以外の市場開拓にも努めました。 

ユーロ高による為替の影響も加わり、売上高は178億19百万円(前年同期比8.2％増)、営業利益は、23億86百万円(前年

同期比18.4％増)となりました。 

（ヨーロッパ） 

英国子会社は、回復し売上を伸ばし、収益性も改善されました。ドイツおよびイタリアの販売子会社は、合成ゴムをは

じめ、販売が好調に推移しました。 

この結果、売上高は114億79百万円(前年同期比19.4％増)、営業利益は6億22百万円(前年同期比608.0％増)となりまし

た。 

（アジア） 

シンガポール販売子会社の売上高は、合成ラテックスの販売が順調に推移し、前年同期を上回りました。タイの石油樹

脂子会社の売上高も前年同期を上回りました。 

連結範囲に中国販売子会社が加わった影響もあり、売上高は90億60百万円(前年同期比20.3％増)、営業利益は3億46百

万円(前年同期比71.2％増)となりました。 

(2)キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前中間連結会計期間末

と比較して、11億15百万円（前年同期比13.7％）減少し、70億18百万円となりました。 



（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における営業活動による資金の増加は、133億55百万円で、前年同期と比較して22億73百万円の増

加（同20.5％増）となりました。 

前年同期との差の主な要因は、棚卸資産の期中増加額が前年同期比増加したものの、債権流動化の期中減少額が前年同

期比縮小したこと、また法人税等の支払額が前年同期比減少したこと等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における投資活動による資金の減少は、114億16百万円で、前年同期と比較して21億26百万円の資

金支出の減少（同15.7％減）となりました。 

前年同期との差の主な要因は、設備投資額が、取得ベースでは前年同期比増加したものの、支払いベースでは前年同期

比減少したためであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における財務活動による資金の減少は、19億46百万円で、前年同期との差は52億18百万円の減少と

なりました。 

前年同期との差の主な要因は、前中間連結会計期間は社債を100億円発行いたしましたが、当中間連結会計期間は社債

の発行がなかったことによるものであります。 

２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．消費税等は含んでおりません。 

２．連結会社間およびセグメント間の取引が複雑で、セグメントごとの生産高を正確に把握することが困難なた

め、概算値で表示しております。  

(2）受注状況 

 特記すべき事項はありません。 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．消費税等は含んでおりません。 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

エラストマー素材 65,327 13.7 

高機能材料 15,550 △2.7 

その他 2,559 △11.4 

事業の種類別セグメントの名称 
  

金額（百万円） 
  

前年同期比（％） 

エラストマー素材 92,702 5.4 

高機能材料 24,883 6.8 

その他 28,369 3.6 

合計 145,955 5.3 



３【対処すべき課題】 

(1）対処すべき課題について 

  当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が対処すべき課題について、重要な変更はあ

りません。 

(2) 株式会社の支配に関する基本方針について 

① 当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針 

当社は，当社株券等に対する大規模買付行為（以下「大規模買付行為」といいます。）を行おうとする者（以下

「大規模買付者」といいます。）が現れる場合であっても，株主共同の利益に資するものであれば，これを一概に否

定するものではなく，仮に大規模買付行為が開始された場合において，これを受け入れるか否かは，当社株主の皆様

の最終的判断に委ねられるべきであると考えております。 

 しかし，当社グループの事業がエラストマー素材事業部門，高機能材料事業部門，およびその他の事業部門から構

成されており，当社グループの経営にあたっては，当社設立以来蓄積されてきた専門知識，経験およびノウハウなら

びに国内外の顧客，取引先等との間に築かれた関係への理解が不可欠であるという事情があるため，これらに関する

十分な理解なくしては，将来実現することのできる株主価値を適正に判断することはできません。特に，突然大規模

買付行為がなされたときに，大規模買付者の提示する当社株式の取得対価が妥当かどうかを当社株主の皆様が短期間

の間に適切に判断するためには，大規模買付者および当社取締役会の双方から当社株主の皆様に対して適切かつ十分

な情報が提供されることが不可欠です。以上の認識の下，大規模買付者は，大規模買付行為に際しては，当社株主の

皆様の判断のために，当社が設定し事前に開示する一定のルール（その概要については，後述します。）に従って，

事前に必要かつ十分な大規模買付行為に関する情報を当社取締役会に提供し，かつ，当社取締役会による一定の評価

期間が経過した後にのみ当該大規模買付行為を開始すべきであると当社は考えております。 

 また，大規模買付行為の中には，当社の企業価値・株主共同の利益に回復しがたい損害をもたらすものもないとは

言えません。たとえば，大規模買付者が，①真に会社経営に参加する意思がないにもかかわらず，ただ株価をつり上

げて高値で株式を当社関係者に引き取らせる目的で当社株式の買収を行っている場合（いわゆるグリーンメイラーで

ある場合），②会社経営を一時的に支配して当社の事業経営上必要な知的財産権，ノウハウ，企業秘密情報，主要取

引先や顧客等を当該大規模買付者やそのグループ会社等に移譲させるなど，いわゆる焦土化経営を行う目的で当社株

式の買収を行っている場合，③会社経営を支配した後に，当社の資産を当該大規模買付者やそのグループ会社等の債

務の担保や弁済原資として流用する予定で当社株式の買収を行っている場合，④会社経営を一時的に支配して当社の

事業に当面関係していない不動産，有価証券など高額資産等を売却等処分させ，その処分利益をもって一時的な高配

当をさせるかあるいは一時的高配当による株価の急上昇の機会を狙って株式の高価売り抜けをする目的で当社株式の

買収を行っている場合，⑤大規模買付者の提示する当社株式の買取方法が，最初の買付で全株式の買付を勧誘するこ

となく，二段階目の買付条件を不利に設定し，あるいは明確にしないで，公開買付け等の株式買付を行う（いわゆる

強圧的二段階買収）など，株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあると判断される場合などは，当社の企業価

値・株主共同の利益に回復しがたい損害をもたらす大規模買付行為であると考えます。当社は，このような当社の企

業価値・株主共同の利益に回復しがたい損害をもたらす大規模買付行為が行われることを可能な限り回避すべきであ

ると考えており，また，このような大規模買付行為に対して，当社取締役会が，大規模買付ルールに従って，当社の

企業価値・株主共同の利益を守るために適切と考える対抗措置をとることも，否定されるべきではないと考えており

ます。 

② 当社の財産の有効な活用，適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取組み 

当社は，当社の財務および事業の方針を決定する者の在り方に関する基本方針（以下「基本方針」といいます。）

の実現に資する特別な取組みとして，次項（「基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針

の決定が支配されることを防止するための取組み」）で記載するもののほか，以下の取組みを行っております。 

 当社グループは，「素材事業の安定的収益確保を柱に，継続的に新規事業の創出を図る」ことを事業基本戦略とし

て掲げ，この基本戦略の下，中長期的な経営戦略として，平成17年度からの３事業年度を対象とする中期経営３ヵ年

計画「PZ-3」を策定し，その達成に向けて努力しております。中期経営計画の骨子は前記(1）対処すべき課題につい

てに記載のとおりであります。当社グループは，中期経営計画のコンセプトである「企業価値の向上と事業の飛躍的

発展」を達成するために，「スピード」「対話」「社会貢献」を経営方針として，真に安定で安全な生産現場を実現

するための現場力の向上，研究開発の一層の強化等といった諸課題への取組みを継続し，当社グループの企業価値ひ

いては株主共同の利益を維持・向上させる努力を続けております。 

 また，当社としましては，将来実現することのできる当社の株主価値を投資家の皆様にご理解いただき，株式市場

において当社の株価がかかる株主価値を十分反映したものとなるよう，中期経営計画の詳細内容や進捗状況について

は，当社ホームページにて適時に公開し報告しております。 



 以上の中期経営計画に基づく取組みと情報開示は，基本方針に沿うものであり，また，当社の株主の共同の利益

を損なうものでも，当社役員の地位の維持を目的とするものでもないと考えます。 

 すなわち，一般に，対象会社が将来実現することのできる企業価値と比較して対象会社の市場価値が低迷している

場合は，対象会社は，その企業価値・株主共同の利益に回復しがたい損害をもたらす大規模買付行為の標的となりや

すいとされているところ，中期経営計画に基づく取組みは，当社グループの市場価値を，当社グループが将来実現す

ることのできる企業価値に近接させるものであり，また，中期経営計画の詳細内容や進捗状況の適時開示は，当社の

株価を，将来実現可能な株主価値に近接させるものですので，いずれも，当社の企業価値・株主共同の利益に回復し

がたい損害をもたらす大規模買付者が現れる危険性を低減するものであると考えられます。したがって，かかる中期

経営計画に基づく取組みと情報開示は，基本方針に沿うものであると考えます。また，中期経営計画に基づく取組み

と情報開示は，当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を維持・向上させると同時に，かかる取組みの内

容・進捗状況を適時に開示しようとするものですから，当社の株主の共同の利益を損なうものではなく，当社役員の

地位の維持を目的とするものでないことは明らかであると考えます。 

③ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止するための取

組み 

当社は，平成18年５月17日開催の当社取締役会において，平成18年６月29日開催の当社定時株主総会における株主

の承認を得ることを効力発生の条件として，「当社株券等の大規模買付行為に関する対応方針（買収防衛策）」（以

下「本対応方針」といいます。）を決定いたしました。本対応方針は，同株主総会における株主の承認が得られまし

たので，平成18年６月29日をもって発効しております。 

 当社は，本対応方針を，平成18年５月17日付け「当社株券等の大規模買付行為に関する対応方針（買収防衛策）に

ついて」および同年６月29日付け「当社株券等の大規模買付行為に関する対応方針（買収防衛策）の効力発生および

特別委員会委員の選任に関するお知らせ」として以下のURLに公表しております。詳細については，こちらをご参照

ください。 

  http://www.zeon.co.jp/ir/stockinfo.html 

  http://www.c-direct.ne.jp/japanese/uj/pdf/10104205/00046377.pdf 

  http://www.c-direct.ne.jp/japanese/uj/pdf/10104205/00048398.pdf 

 本対応方針は，大規模買付ルールの内容，大規模買付行為がなされた場合の対応，本対応方針の適正な運用を担保

するための手続等といった事項を規定するものです。本対応方針は，大規模買付者が事前に必要かつ十分な大規模買

付行為に関する情報を当社取締役会に提供すること，および当社取締役会による一定の評価期間が経過した後にのみ

当該大規模買付行為を開始することを求め，これを遵守しない大規模買付者に対して当社取締役会が対抗措置を講じ

ることがあることを明記しています。また，大規模買付ルールが遵守されている場合であっても，大規模買付者の大

規模買付行為が当社の企業価値・株主共同の利益に回復しがたい損害をもたらすものと当社取締役会が判断した場合

には，かかる大規模買付者に対して当社取締役会は当社の企業価値・株主共同の利益を守るために適切と考える対抗

措置を講じることがあることを明記しています。したがって，本対応方針は，基本方針の考え方に沿って設計された

ものであるといえます。 

 また，前述のとおり基本方針自体が当社株主の共同の利益を尊重していることから，かかる基本方針の考え方に沿

って設計された本対応方針が当社株主の共同の利益を損なうものではなく，むしろその利益に資するものであること

も，明らかであると考えます。 

 さらに，本対応方針は，大規模買付行為を受け入れるか否かが最終的には当社株主の皆様の判断に委ねられるべき

ことを大原則としつつ，当社の企業価値・株主共同の利益を守るために必要な範囲で大規模買付ルールの遵守の要請

や対抗措置の発動を行うものです。本対応方針は，当社定時株主総会における株主の承認を得た上で発効しており，

また，本対応方針は事前に詳細に開示されています。また，当社取締役会による本対応方針に基づく対応に関する重

要な決定については，当社取締役から独立した組織である特別委員会への諮問を求め，同委員会の勧告を最大限尊重

すると規定するなど，本対応方針の適正な運用を担保するための手続も盛り込んでいます。以上から，本対応方針が

当社役員の地位の維持を目的とするものでないことは明らかであると考えております。 

４【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 



５【研究開発活動】 

当社グループ（当社及び連結子会社、以下同じ）の研究開発部門として、グループの研究開発の中枢組織として川崎地

区に総合開発センター(10研究所より構成)、高岡地区に精密光学研究所及びメディカル研究所、米沢地区に化学品研究

棟、加えて4工場(高岡、川崎、徳山、水島)に所属する品質技術課を有するほか、国外関係会社等の研究部門として、ゼ

オン・ケミカルズ・リミテッド・パートナーシップ研究所(米国)、並びにゼオン・ケミカルズ・ヨーロッパ社（英国）所

属の研究グループを有しております。 

これらの研究実施部門は、当社が掲げている研究開発の基本理念、「特定の得意分野で独創的技術を開発し、世界一事

業を創出して社会に貢献する」に基づいて、関係する各部署と連携を密に取って、グローバルな視点より研究開発に取り

組んでおります。 

なお、当中間連結会計期間の研究開発費の総額は61億73百万円であります。そのうちセグメントに直接係わる研究開発

費は41億71百万円であり、共通する研究開発費は20億2百万円であります。 

主な研究開発活動 

（エラストマー素材事業） 

・ H-NBR、NBR、ACM、CHRを中心とする特殊ゴムの世界のリーダーとして日・米・欧の研究部門が緊密な協力体制を構

築して新製品開発、新規用途開発、新規市場開拓を進めると共に、各種用途への最適な配合研究や技術サービスを

推進いたしました。 

・ SBR、BR、IR等の汎用ゴムについては特殊化を推進し、低燃費タイヤ用や高性能樹脂改質用の新規ゴム開発を進め

ました。 

・ ラテックスの最大用途であるコート紙用SBラテックスの開発、ニトリル手袋市場拡大に対応した手袋用NBRラテッ

クスの新品種の開発を進めました。また、既存製品の技術サービス、新規市場開拓に注力いたしました。 

・ ホットメルト接着剤用石油樹脂「クイントン」や熱可塑性エラストマー「クインタック」における新品種開発を推

進すると共に、新規市場開拓や各種用途での技術サービスに注力いたしました。 

なお、当部門に直接係る研究開発費は10億69百万円であります。 

（高機能材料事業） 

・  フィルム用特殊ケミカルのスクリーニングに成功し，米沢化学品研究棟にてサンプル合成，工業的製造方法の開

発をスピーディに行なっております。 

・  電池材料分野では、リチウムイオン二次電池材料開発に注力し、新たに正極用バインダーが採用されました。 

・  非晶質環状オレフィンポリマーの「ZEONEX®」シリーズでは、光学用途でピックアップレンズ用に耐ハイパワー

ブルーレーザー性に優れた高性能新品種の開発を進めています。また、携帯電話カメラレンズ用、他レンズ用で

も新品種の開発を進めています。 

・  非晶質環状オレフィンポリマーの「ZEONOR®」シリーズでは、新規用途開発や光学フィルム用新品種開発に加

え、液晶ディスプレイに使用される新規光学フィルムや特殊パターン付き拡散板の開発に注力いたしました。 

・  重合法トナーは、生産能力アップのための生産技術の改善を着実に進めております。 

なお、当部門に直接係る研究開発費は26億18百万円であります。 

（その他の事業） 

・ 医療器材関連の研究において、循環器系カテーテル（ＰＴＣＡカテーテル、ＩＡＢＰカテーテル等）分野、消化器

系カテーテル分野の新製品開発に努め、市場ニーズを先取りした製品群の拡充を図っています。 

・ 当社加工品開発研究所は、高断熱建材用や自動車内装材用の樹脂コンパウンド、新規な広告メディア用フィルムや

熱伝導性シート、粘着シート等の開発に注力し事業拡大に努めています。 

・ バイオ関連の研究においては、遺伝子工学を応用した動物用ワクチンの開発を進めております。 

なお、当事業に直接係る研究開発費は4億84百万円であります。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

（1）当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更

はありません。 

（2）当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設及び拡充の計画は次のとおりであります。 

（注）上記金額には、消費税等は含んでおりません。 

会社名 
事業所名 

所在地 
事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容 

投資予定金額 
資金調達
方  法 

着手及び完了予定年月 

目的 
総額 

(百万円)
既支払額
(百万円)

着手 完了 

当社及び㈱オ

プテス富山 

工場 

富山県 

氷見市 
 高機能材料 

光学製品設

備拡充 
2,930 115 

 自己資金

及び借入金

等 

平成19年 

7月  

平成20年 

6月  
拡充  

当社徳山 

工場 

山口県 

周南市 
 高機能材料 

 高機能ケ

ミカル関連

製品製造設

備 

5,731 - 

 自己資金

及び借入金

等 

平成20年 

2月  

平成21年 

3月  
拡充  



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

平成18年７月28日取締役会決議 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 800,000,000 

計 800,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年12月20日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 242,075,556 242,075,556 

東京証券取引所 

市場第一部 

大阪証券取引所 

市場第一部 

－ 

計 242,075,556 242,075,556 － － 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 69 69 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 69,000 69,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年８月16日 

至 平成48年８月15日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の 

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 

資本組入額 

1,314.02 

657.01 
同左 

新株予約権の行使の条件 ①新株予約権者は、上記の行

使期間内において、原則とし

て当社の取締役の地位を喪失

したときに限り、新株予約権

を行使できるものとする。た

だしこの場合、新株予約権者

は、地位を喪失した日の翌日

（以下、「権利行使開始日」

という。）から当該権利行使

開始日より10日を経過する日

（ただし、当該日が営業日で

ない場合には、前営業日）ま

での間に限り、新株予約権を

行使することができる。 

同左 

 



（注）※１．新株予約権1個あたりの目的となる株式数は1,000株とする。ただし、当社が当社普通株式につき、株式分割

（当社普通株式の株式無償割当てを含む。）又は株式併合を行う場合には、新株予約権1個あたりの目的と

なる株式数を次の算式により調整し、調整の結果生じる1株未満の端数は、これを切り上げるものとす

る。  

  調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

また、上記のほか、合併、会社分割その他の株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたとき

は、合理的な範囲で株式数を調整する。 

※２．当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転

（以下総称して「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点におい

て残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につ

き、会社法第236条第1項第8号のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新株

予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。 

この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとす

る。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契

約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとす

る。  

①交付する再編対象会社の新株予約権の数 

残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。   

②新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。   

③新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数  

 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

  ②新株予約権者が死亡した場

合、その相続人（新株予約権

者の配偶者、子、1親等の直

系尊属に限る。）は、新株予

約権者が死亡した日の翌日か

ら3ヶ月を経過する日までの

間に限り新株予約権を行使す

ることができる。 

③新株予約権1個あたりの一

部行使はできないものとす

る。 

④新株予約権者が新株予約権

を放棄した場合には、かかる

新株予約権を行使することが

できないものとする。     

⑤その他の条件については、

当社と新株予約権者との間で

締結する「新株予約権割当契

約」に別途定めるものとす

る。新株予約権者は、新株予

約権を行使する際、「新株予

約権割当契約」を締結してい

なければならない。    

  

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡による新株予約権の取得

については、当社取締役会の

決議による承認を要するもの

とする。   

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  ※２ 同左 



組織再編行為の条件等を勘案の上、合理的な範囲で株式数を調整する。  

④新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編後払込金額に上記③

に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とす

る。再編後払込金額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編対

象会社の株式1株当たり1円とする。   

⑤新株予約権を行使することができる期間 

上記の新株予約権の行使期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記の新

株予約権の行使期間の満了日までとする。   

⑥新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事項 

i)新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第40条第１

項に従い算出される資本金等増加限度額の2分の1の金額とし、計算の結果生じる1円未満の端数は、これを

切り上げるものとする。 

ii)新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記i)記載の資本金

等増加限度額から上記i)に定める増加する資本金の額を減じた額とする。 

⑦譲渡による新株予約権の取得の制限  

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとす

る。  

⑧新株予約権の取得条項 

新株予約権の取得条項は定めないものとする。                          

⑨その他の新株予約権の行使の条件 

上記の新株予約権の行使の条件に準じて決定する。  

平成19年７月30日取締役会決議 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 70 70 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 70,000 70,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年８月16日 

至 平成49年８月15日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の 

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 

資本組入額 

1,154.0 

577.0 
同左 

新株予約権の行使の条件 ①新株予約権者は、上記の行

使期間内において、原則とし

て当社の取締役の地位を喪失

したときに限り、新株予約権

を行使できるものとする。た

だしこの場合、新株予約権者

は、地位を喪失した日の翌日

（以下、「権利行使開始日」

という。）から当該権利行使

開始日より10日を経過する日

（ただし、当該日が営業日で

ない場合には、前営業日）ま

での間に限り、新株予約権を

行使することができる。 

同左 

 



（注）※１．新株予約権1個あたりの目的となる株式数は1,000株とする。ただし、当社が当社普通株式につき、株式分割

（当社普通株式の株式無償割当てを含む。）又は株式併合を行う場合には、新株予約権1個あたりの目的と

なる株式数を次の算式により調整し、調整の結果生じる1株未満の端数は、これを切り上げるものとす

る。  

  調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

また、上記のほか、合併、会社分割その他の株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたとき

は、合理的な範囲で株式数を調整する。 

※２．当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転

（以下総称して「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点におい

て残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につ

き、会社法第236条第1項第8号のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新株

予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。 

この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとす

る。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契

約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとす

る。  

①交付する再編対象会社の新株予約権の数 

残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。   

②新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。   

③新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数  

 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

  ②新株予約権者が死亡した場

合、その相続人（新株予約権

者の配偶者、子、1親等の直

系尊属に限る。）は、新株予

約権者が死亡した日の翌日か

ら3ヶ月を経過する日までの

間に限り新株予約権を行使す

ることができる。 

③新株予約権1個あたりの一

部行使はできないものとす

る。 

④新株予約権者が新株予約権

を放棄した場合には、かかる

新株予約権を行使することが

できないものとする。     

⑤その他の条件については、

当社と新株予約権者との間で

締結する「新株予約権割当契

約」に別途定めるものとす

る。新株予約権者は、新株予

約権を行使する際、「新株予

約権割当契約」を締結してい

なければならない。    

  

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡による新株予約権の取得

については、当社取締役会の

決議による承認を要するもの

とする。   

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ※２  同左 



組織再編行為の条件等を勘案の上、合理的な範囲で株式数を調整する。  

④新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編後払込金額に上記③

に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とす

る。再編後払込金額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編対

象会社の株式1株当たり1円とする。   

⑤新株予約権を行使することができる期間 

上記の新株予約権の行使期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記の新

株予約権の行使期間の満了日までとする。   

⑥新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事項 

i)新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第40条第１

項に従い算出される資本金等増加限度額の2分の1の金額とし、計算の結果生じる1円未満の端数は、これを

切り上げるものとする。 

ii)新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記i)記載の資本金

等増加限度額から上記i)に定める増加する資本金の額を減じた額とする。 

⑦譲渡による新株予約権の取得の制限  

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとす

る。  

⑧新株予約権の取得条項 

新株予約権の取得条項は定めないものとする。                          

⑨その他の新株予約権の行使の条件 

上記の新株予約権の行使の条件に準じて決定する。  

(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（千株） 

発行済株式総
数残高 

（千株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

 平成19年４月１日 

～  

平成19年９月30日  

―  242,075 ―  24,211  ― 18,335 



(5）【大株主の状況】 

（注）1.  上記には記載されておりませんが，平成19年9月30日現在，横浜ゴム株式会社が三菱ＵＦＪ信託銀行株式会

社へ退職給付信託として信託設定した株式（株主名簿上の名義は「日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（退職給付信託口・横浜ゴム株式会社口）」）が，3,400千株（議決権比率1.43％）あります。当該株式の議

決権は信託約款上，横浜ゴム株式会社が留保しています。 

2. JPモルガン・アセット・マネジメント株式会社より平成19年8月14日付（報告義務発生日平成19年7月31日）

の大量保有報告書（写し）を受領しております。同報告書によればJPモルガン信託銀行株式会社をはじめと

する計3社により総数24,035,900株（保有割合9.93％）が保有されていますが，株主名簿（および実質株主名

簿）上の株主の確認ができないため，上記の大株主の状況には含めておりません。 

3. 野村證券株式会社より平成19年9月7日付（報告義務発生日平成19年8月31日）の大量保有報告書（写し）を

受領しております。同報告書によれば野村アセットマネジメント株式会社をはじめとする計2社により総数

17,406,000株（保有割合7.19％）が保有されていますが，株主名簿（および実質株主名簿）上の株主の確認

ができないため，上記の大株主の状況には含めておりません。 

4. 株式会社みずほコーポレート銀行より平成19年4月6日付（報告義務発生日平成19年3月30日）の大量保有報

告書（写し）を受領しております。同報告書によれば株式会社みずほコーポレート銀行をはじめとする計3社

により総数17,321,000株（保有割合7.16％）が保有されていますが，株主名簿（および実質株主名簿）上の

株主の確認ができないため，上記の大株主の状況には含めておりません。なお、同報告書の写しに記載され

た株式会社みずほコーポレート銀行及び株式会社みずほ銀行の保有株式数の内容は、当社の当中間期末の株

主名簿上の記載内容と一致しております。  

  平成19年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 

（千株） 

発行済株式総数に対する

所有株式数の割合（％）

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 19,317 7.97 

 横浜ゴム株式会社  東京都港区新橋５丁目36番11号 13,632 5.63 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町２丁目11番３号 10,947 4.52 

朝日生命保険相互会社 

（常任代理人 資産管理サー

ビス信託銀行株式会社） 

東京都千代田区大手町２丁目６番１号 

（東京都中央区晴海１丁目８番12号） 

10,679 4.41 

株式会社みずほコーポレート

銀行 

（常任代理人 資産管理サー

ビス信託銀行株式会社） 

東京都千代田区丸の内１丁目３番３号 

  

（東京都中央区晴海１丁目８番12号） 

8,770 3.62 

古河電気工業株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目２番３号 8,594 3.55 

旭化成ケミカルズ株式会社 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 6,438 2.65 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口4） 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 

  

5,802 2.39 

株式会社みずほ銀行 

（常任代理人 資産管理サー

ビス信託銀行株式会社） 

東京都千代田区内幸町１丁目１番５号 

（東京都中央区晴海１丁目８番12号） 

4,989 2.06 

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿１丁目26番１号 4,689 1.93 

計 ―  93,858 38.77 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が14,000株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数14個が含まれております。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  4,016,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 237,829,000 237,829 － 

単元未満株式 普通株式   230,556 － － 

発行済株式総数 242,075,556 － － 

総株主の議決権 － 237,829 － 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

日本ゼオン株式会社 
東京都千代田区丸の

内1丁目６番２号 
4,016,000  － 4,016,000 1.65 

計 － 4,016,000 － 4,016,000 1.65 

月別 平成19年４月 ５ 月 ６ 月 ７ 月 ８ 月 ９ 月 

最高（円） 1,308 1,254 1,332 1,354 1,305 1,169 

最低（円） 1,176 1,096 1,178 1,190 1,080 1,082 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則に

基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日

まで）の中間連結財務諸表、及び前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表に

ついて、並びに、金融商品取引法第193条の２第1項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平

成19年９月30日まで）の中間連結財務諸表、及び当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の

中間財務諸表について、新日本監査法人による中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

   
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金 ※3   8,439     7,365     6,838  

２．受取手形及び売掛
金 

※7   63,525     68,932     61,226  

３．有価証券     2     0     -  

４．たな卸資産     44,620     54,004     52,021  

５．未収入金     31,613     31,288     30,710  

６．その他     7,352     8,246     4,807  

貸倒引当金     △109     △117     △113  

流動資産合計     155,441 50.7   169,718 49.4   155,489 49.3 

Ⅱ 固定資産                    

１．有形固定資産 ※8                  

(1）建物及び構築物 ※2   27,638     30,781     28,391  

(2）機械装置及び運
搬具 

※2   44,823     50,277     45,271  

(3）土地 ※3   13,848     14,028     13,915  

(4）その他 ※2   11,352     17,833     14,071  

有形固定資産合計     97,661     112,919     101,647  

２．無形固定資産     6,053     5,606     5,782  

３．投資その他の資産                    

(1）投資有価証券 ※3,4   41,841     50,034     47,030  

(2）その他     6,116     5,865     5,969  

貸倒引当金     △564     △470     △473  

投資その他の資産
合計     47,394     55,429     52,526  

固定資産合計     151,108 49.3   173,954 50.6   159,955 50.7 

Ⅲ 繰延資産     4 0.0   3 0.0   3 0.0 

資産合計     306,553 100.0   343,675 100.0   315,448 100.0 

                     
 



   
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．支払手形及び買掛
金 

※3,7   85,322     88,544     81,959  

２．短期借入金  ※3   25,638     25,009     23,231  

３．コマーシャルペー
パー     -     3,998     4,998  

４．未払金     14,477     21,850     -  

５．引当金     2,611     3,554     1,951  

６．その他     14,449     15,709     25,867  

流動負債合計     142,496 46.5   158,663 46.2   138,005 43.8 

Ⅱ 固定負債                    

１．社債     20,000     20,000     20,000  

２．長期借入金 ※3    15,193     19,436     20,348  

３．退職給付引当金     11,284     9,663     10,243  

４．その他の引当金     749     811     1,037  

５．負ののれん      305     218     262  

６．その他 ※4   12,772     11,529     10,372  

固定負債合計     60,304 19.7   61,658 17.9   62,262 19.7 

負債合計     202,800 66.2   220,321 64.1   200,267 63.5 

                     

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                    

１．資本金     24,211 7.9   24,211 7.0   24,211 7.7 

２．資本剰余金     18,372 6.0   18,379 5.4   18,372 5.8 

３．利益剰余金     52,326 17.1   66,495 19.4   60,542 19.2 

４．自己株式     △4,438 △1.5   △4,410 △1.3   △4,445 △1.4 

  株主資本合計     90,471 29.5   104,676 30.5   98,681 31.3 

Ⅱ 評価・換算差額等                    

１．その他有価証券評
価差額金     12,056 3.9   14,890 4.3   13,872 4.4 

２．繰延ヘッジ損益     34 0.0   8 0.0   12 0.0 

３．為替換算調整勘定     △1,123 △0.4   829 0.2   △101 △0.0 

４．年金追加最小負債  ※9   △1,005 △0.3   △816 △0.2   △789 △0.3 

評価・換算差額等合
計     9,962 3.2   14,911 4.3   12,995 4.1 

Ⅲ 新株予約権     34 0.0   111 0.0   101 0.0 

Ⅳ 少数株主持分     3,287 1.1   3,656 1.1   3,403 1.1 

純資産合計     103,753 33.8   123,354 35.9   115,180 36.5 

負債純資産合計     306,553 100.0   343,675 100.0   315,448 100.0 

                     



②【中間連結損益計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     138,620 100.0   145,955 100.0   281,613 100.0 

Ⅱ 売上原価     101,641 73.3   107,689 73.8   203,164 72.1 

売上総利益     36,979 26.7   38,266 26.2   78,449 27.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※1   23,303 16.8   24,266 16.6   48,274 17.2 

営業利益     13,677 9.9   14,000 9.6   30,175 10.7 

Ⅳ 営業外収益                    

１．受取利息   90     136     234    

２．受取配当金   456     625     954    

３．為替差益   20     -     125    

４．賃貸料   35     29     102    

５．分譲益   144     135     258    

６．助成金   117     134     350    

７．雑益   214 1,075 0.7 374 1,433 1.0 737 2,760 1.0 

Ⅴ 営業外費用                    

１．支払利息   456     685     1,083    

２．たな卸資産処分損   245     1,502     1,488    

３．雑損   276 977 0.7 347 2,534 1.8 570 3,141 1.1 

経常利益     13,775 9.9   12,899 8.8   29,795 10.6 

Ⅵ 特別利益                    

１．固定資産売却益 ※2 1     -     1    

２．貸倒引当金戻入額   50     13     54    

３．その他   0 52 0.0 1 14 0.0 19 74 0.0 

Ⅶ 特別損失                    

１．固定資産処分損 ※3 399     719     811    

２．訴訟関連費用  ※4 246     174     489    

３．その他   0 646 0.4 12 906 0.6 443 1,743 0.6 

税金等調整前中間
(当期)純利益     13,181 9.5   12,007 8.2   28,126 10.0 

法人税、住民税及
び事業税   4,243     3,690     9,723    

法人税等調整額   794 5,036 3.6 936 4,626 3.2 780 10,503 3.7 

少数株主利益
（△）又は損失     △236 △0.2   △236 △0.1   △545 △0.2 

中間（当期）純利
益     7,909 5.7   7,144 4.9   17,077 6.1 

                     



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）  

 (注）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

   株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 
         （百万円） 

24,211 18,372 44,963 △4,435 83,111 

中間連結会計期間中の変動額           

 剰余金の配当（注）     △1,428   △1,428 

 役員賞与（注）     △101   △101 

 年金追加最小負債への振替高     982   982 

 中間純利益     7,909   7,909 

 自己株式の取得       △3 △3 

株主資本以外の項目の中間連
結会計期間中の変動額（純
額） 

          

中間連結会計期間中の変動額合
計        （百万円） 

― ― 7,363 △3 7,359 

平成18年９月30日 残高 
       （百万円） 

24,211 18,372 52,326 △4,438 90,471 

  評価・換算差額等 

新株予約権 
少数株主 

持分 
純資産合計

 
その他 

有価証券 

評価差額金 

繰延ヘッジ

損益 

為替換算 

調整勘定 

年金追加最

小負債 

評価・換算

差額等合計

平成18年３月31日 残高 
         （百万円） 

14,497 - △1,080 - 13,417 - 3,162 99,690

中間連結会計期間中の変動額             

 剰余金の配当（注）               △1,428

 役員賞与（注）               △101

 年金追加最小負債への振替高               982

 中間純利益               7,909

 自己株式の取得               △3

株主資本以外の項目の中間連
結会計期間中の変動額（純
額） 

△2,440 34 △44 △1,005 △3,455 34 125 △3,296

中間連結会計期間中の変動額合
計        （百万円） 

△2,440 34 △44 △1,005 △3,455 34 125 4,063

平成18年９月30日 残高 
       （百万円） 

12,056 34 △1,123 △1,005 9,962 34 3,287 103,753



当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日）  

  

   株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年３月31日 残高 
         （百万円） 

24,211 18,372 60,542 △4,445 98,681 

中間連結会計期間中の変動額           

 自己株式の処分   7   37 45 

 剰余金の配当     △1,428   △1,428 

 中間純利益     7,144   7,144 

連結範囲の変更に伴う増加     238   238 

 自己株式の取得       △3 △3 

株主資本以外の項目の中間連
結会計期間中の変動額（純
額） 

          

中間連結会計期間中の変動額合
計        （百万円） 

- 7 5,954 35 5,996 

平成19年９月30日 残高 
       （百万円） 

24,211 18,379 66,495 △4,410 104,676 

  評価・換算差額等 

新株予約権 
少数株主 

持分 
純資産合計

 
その他 

有価証券 

評価差額金 

繰延ヘッジ

損益 

為替換算 

調整勘定 

年金追加最

小負債 

評価・換算

差額等合計

平成19年３月31日 残高 
         （百万円） 

13,872 12 △101 △789 12,995 101 3,403 115,180

中間連結会計期間中の変動額             

  自己株式の処分               45

 剰余金の配当               △1,428

 中間純利益               7,144

連結範囲の変更に伴う増加               238

 自己株式の取得               △3

株主資本以外の項目の中間連
結会計期間中の変動額（純
額） 

1,018 △4 930 △27 1,916 9 252 2,178

中間連結会計期間中の変動額合
計        （百万円） 

1,018 △4 930 △27 1,916 9 252 8,174

平成19年９月30日 残高 
       （百万円） 

14,890 8 829 △816 14,911 111 3,656 123,354



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日）  

 (注）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

   株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 

         （百万円） 
24,211 18,372 44,963 △4,435 83,111 

連結会計年度中の変動額           

 自己株式の処分   0   0 0 

 剰余金の配当（注）     △1,428   △1,428 

 剰余金の配当     △952   △952 

 役員賞与（注）     △101   △101 

 年金追加最小負債への振替高     982   982 

 当期純利益     17,077   17,077 

 自己株式の取得       △10 △10 

株主資本以外の項目の連結会計年度

中の変動額（純額） 
          

連結会計年度中の変動額合計 

         （百万円） 
- 0 15,579 △10 15,569 

平成19年３月31日 残高 

       （百万円） 
24,211 18,372 60,542 △4,445 98,681 

  評価・換算差額等 

新株予約権 
少数株主 

持分 
純資産合計

 
その他 

有価証券 

評価差額金 

繰延ヘッジ

損益 

為替換算 

調整勘定 

年金追加最

小負債 

評価・換算

差額等合計

平成18年３月31日 残高 

         （百万円） 
14,497 - △1,080 - 13,417 - 3,162 99,690 

連結会計年度中の変動額                 

 自己株式の処分               0 

 剰余金の配当（注）               △1,428 

 剰余金の配当               △952 

 役員賞与（注）               △101 

 年金追加最小負債への振替高               982 

 当期純利益               17,077 

 自己株式の取得               △10 

株主資本以外の項目の連結会計年

度中の変動額（純額） 
△625 12 979 △789 △422 101 242 △79 

連結会計年度中の変動額合計 

         （百万円） 
△625 12 979 △789 △422 101 242 15,490 

平成19年３月31日 残高 

       （百万円） 
13,872 12 △101 △789 12,995 101 3,403 115,180 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フロ
ー計算書 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

       

税金等調整前中間（当
期）純利益 

  13,181 12,007 28,126 

減価償却費   7,472 8,861 16,245 

賞与引当金の増加（△減
少）額  

  - △548 - 

退職給付引当金の増加
（△減少）額  

  - △584 △1,508 

受取利息及び受取配当金   △546 △760 △1,187 

支払利息   456 685 1,083 

固定資産処分損   - 719 811 

売上債権の減少（△増
加）額 

  △15,133 △6,983 △12,103 

たな卸資産の減少（△増
加）額 

  △49 △1,142 △6,861 

仕入債務の増加（△減
少）額 

  21,502 5,655 17,483 

その他   △9,360 822 △7,419 

小計   17,523 18,732 34,670 

利息及び配当金の受取額   782 979 1,286 

利息の支払額   △286 △687 △917 

訴訟関連費用の支払額    △249 △42 △490 

法人税等の支払額   △6,688 △5,627 △10,917 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  11,082 13,355 23,633 

         

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

       

有形固定資産の取得によ
る支出 

  △12,747 △9,770 △26,394 

無形固定資産の取得によ
る支出  

  △520 - △1,054 

投資有価証券の取得によ
る支出 

  △492 △1,455 △3,082 

貸付けによる支出   △108 △277 - 

貸付金の回収による収入   247 379 - 

その他   77 △293 △1,155 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  △13,542 △11,416 △31,685 

         
 



   
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フロ
ー計算書 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

       

短期借入金純増加（△減
少）額 

  △494 △658 △1,376 

コマーシャルペーパー純
増加（△減少）額 

  △4,000 △1,000 998 

長期借入れによる収入   2,000 2,000 5,031 

長期借入金の返済による
支出 

  △2,798 △822 △5,166 

社債の発行による収入   10,000 - 10,000 

少数株主に対する配当金
の支払額 

  △19 △38 △72 

配当金の支払額   △1,413 △1,426 △2,377 

その他   △4 △3 △10 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  3,272 △1,946 7,028 

         

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る
換算差額 

  1 229 187 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加
額（△減少額） 

  812 222 △838 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首
残高 

  7,320 6,483 7,320 

Ⅶ 連結子会社増加による現金
及び現金同等物の増加額 

  - 313 - 

Ⅷ 現金及び現金同等物の中間
期末（期末）残高 

  8,133 7,018 6,483 

         



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関

する事項 

①連結子会社の数 ２２社 

主要な連結子会社名 

㈱オプテス、ゼオン化成㈱、

東京材料㈱、

Zeon Chemicals Inc.，

Zeon Chemicals Europe Ltd. 

①連結子会社の数 ２３社 

主要な連結子会社名 

㈱オプテス、ゼオン化成㈱、東京材

料㈱、Zeon Chemicals Inc.、

Zeon Chemicals Europe Ltd. 

①連結子会社の数 ２１社 

主要な連結子会社名 

(株)オプテス，ゼオン化成

(株)，東京材料(株)，

Zeon Chemicals Inc.，

Zeon Chemicals Europe Ltd. 

     なお、前連結会計年度において非連

結子会社であったZeon Italia S.r.L.

及び瑞翁貿易(上海)有限公司について

は重要性が増大したことより、当中間

連結会計期間より連結の範囲に含めて

おります。  

 なお、前連結会計年度におい

て連結子会社でありましたゼオ

ン・ケミカルズ・インターナシ

ョナル・セールス社は、清算に

伴い当連結会計年度より連結範

囲から除外しております。 

  ②主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社 

ゼオン川崎サービス㈱、ゼオ

ン水島サービス㈱、ゼオン徳

山サービス㈱ 

②主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社 

Tokyo Zairyo (Thailand) Co.,Ltd.

他 

②主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社 

ゼオン川崎サービス㈱、ゼオ

ン水島サービス㈱、ゼオン徳

山サービス㈱ 

  （連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は、いずれも小

規模であり、合計の総資産、売

上高、中間純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分に

見合う額）等は、いずれも中間

連結財務諸表に重要な影響を及

ぼしていないためであります。 

（連結の範囲から除いた理由） 

    同左 

（連結範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は、いずれも小

規模であり、合計の総資産、売

上高、当期純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分に

見合う額）等は、いずれも連結

財務諸表に重要な影響は及ぼし

ていないためであります。 

２．持分法の適用に

関する事項 

①持分法適用の非連結子会社数 

 ２社 

会社名 

㈱ゼオン分析センター 

ゼオン・ドイッチ・ランド社 

①持分法適用の非連結子会社数 

 ２社 

会社名 

㈱ゼオン分析センター 

ゼオン・ドイッチ・ランド社 

①持分法適用の非連結子会社数 

 ２社 

会社名  

㈱ゼオン分析センター 

ゼオン・ドイッチ・ランド社 

  ②持分法適用の関連会社数 

該当なし 

②持分法適用の関連会社数 

該当なし 

②持分法適用の関連会社数 

該当なし 

  ③持分法を適用していない非連結

子会社（ゼオンメンテナンス工事

(株)他）及び関連会社（岡山ブタ

ジエン(株)他）は、それぞれ中間

純損益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等か

らみて、持分法の対象から除いて

も中間連結財務諸表に及ぼす影響

が軽微であり、かつ、全体として

も重要性がないため、持分法の適

用範囲から除外しております。 

③持分法を適用していない非連結子会

社(Tokyo Zairyo (Thailand) Co.,Ltd.

他）及び関連会社（岡山ブタジエン

(株)他）は、それぞれ中間純損益（持

分に見合う額）及び利益剰余金（持分

に見合う額）等からみて、持分法の対

象から除いても中間連結財務諸表に及

ぼす影響が軽微であり、かつ、全体と

しても重要性がないため、持分法の適

用範囲から除外しております。 

③持分法を適用していない非連結

子会社（ゼオンメンテナンス工事

(株)他）及び関連会社（岡山ブタ

ジエン(株)他）は、当期純損益

（持分に見合う額）及び利益剰余

金（持分に見合う額）等からみ

て、持分法の対象から除いても連

結財務諸表に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ、全体としても重要性

がないため、持分法の適用範囲か

ら除外しております。 

  ④持分法適用会社のうち、中間決

算日が中間連結決算日と異なる会

社については、各社の中間会計期

間に係る中間財務諸表を使用し、

中間連結決算日との間に生じた重

要な取引については、連結上必要

な調整を行っております。 

④   同左 ④持分法適用会社のうち、決算日

が連結決算日と異なる会社につい

ては、各社の会計期間に係る財務

諸表を使用し、連結決算日との間

に生じた重要な取引については、

連結上必要な調整を行っておりま

す。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

３．連結子会社の中間決

算日（決算日）等に

関する事項 

  連結子会社の中間決算日が中間

連結決算日と異なる会社は次のとお

りであります。 

  連結子会社の中間決算日が中間

連結決算日と異なる会社は次のとお

りであります。 

  連結子会社の決算日が連結決算

日と異なる会社は次のとおりであり

ます。 

  会社名 中間決算日 

ゼオン・ケミカル

ズ社 
６月30日 *1

ゼオン・ケミカル

ズ・ヨーロッパ社 
６月30日 *1

ゼオン・ヨーロッ

パ社 
６月30日 *1

ゼオン・ケミカル

ズ・インターナシ

ョナル・セールス

社 

６月30日 *1

ゼオン・ケミカル

ズ・リミテッド・

パートナーシップ 

６月30日 *1

ゼオン・ケミカル

ズ・タイランド社 
６月30日 *1

ゼオンアジア社 ６月30日 *1

リバポート社 ６月30日 *1

ゼオン・GP・LLC

社 
６月30日 *1

済新(株) ６月30日 *1

ゼオン・ドゥ・ブ

ラジル社 
６月30日 *1

会社名 中間決算日 

ゼオン・ケミカル

ズ社 
６月30日 *1

ゼオン・ケミカル

ズ・ヨーロッパ社
６月30日 *1

ゼオン・ヨーロッ

パ社 
６月30日 *1

ゼオン・ケミカル

ズ・リミテッド・

パートナーシップ

６月30日 *1

ゼオン・ケミカル

ズ・タイランド社
６月30日 *1

ゼオンアジア社 ６月30日 *1

リバポート社 ６月30日 *1

ゼオン・GP・LLC

社 
６月30日 *1

済新(株) ６月30日 *1

ゼオン・ドゥ・ブ

ラジル社 
６月30日 *1

ゼオン・イタリア

社 
６月30日 *1

瑞翁貿易(上海) 

有限公司 
６月30日 *1

会社名 決算日 

ゼオン・ケミカル

ズ社 
12月31日 *1

ゼオン・ケミカル

ズ・ヨーロッパ社 
12月31日 *1

ゼオン・ヨーロッ

パ社 
12月31日 *1

ゼオン・ケミカル

ズ・リミテッド・

パートナーシップ 

12月31日 *1

ゼオン・ケミカル

ズ・タイランド社 
12月31日 *1

ゼオンアジア社 12月31日 *1

リバポート社 12月31日 *1

ゼオン・ＧＰ・Ｌ

ＬＣ社 
12月31日 *1

済新(株) 12月31日 *1

ゼオン・ドゥ・ブ

ラジル社 
12月31日 *1

  *1：連結子会社の中間決算日現在

の中間財務諸表を使用しておりま

す。ただし、中間連結決算日との

間に生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行ってお

ります。 

*1：連結子会社の中間決算日現在

の中間財務諸表を使用しておりま

す。ただし、中間連結決算日との

間に生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行ってお

ります。 

＊１：連結子会社の決算日現在の

財務諸表を使用しております。た

だし、連結決算日との間に生じた

重要な取引については、連結上必

要な調整を行っております。  

４．会計処理基準に関す

る事項 

①重要な資産の評価基準及び評価方

法 

(1)有価証券 

①重要な資産の評価基準及び評価方

法 

(1)有価証券 

①重要な資産の評価基準及び評価方

法 

(1）有価証券 

  (イ)満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

(イ)満期保有目的の債券 

同左 

(イ）満期保有目的債券 

同左 

  (ロ)その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は主とし

て移動平均法により算定） 

(ロ)その他有価証券 

時価のあるもの 

 同左 

(ロ）その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は主として移

動平均法により算定） 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  (2)デリバティブ 

時価法 

(2)デリバティブ 

同左 

(2）デリバティブ 

同左 

  (3)たな卸資産 

 当社及び国内連結子会社は、主

として総平均法に基づく原価法を

採用し、在外連結子会社は主とし

て移動平均法に基づく低価法によ

り評価しております。 

(3)たな卸資産 

同左 

(3）たな卸資産 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  ②重要な減価償却資産の減価償却の

方法 

②重要な減価償却資産の減価償却の

方法 

②重要な減価償却資産の減価償却の

方法 

  (1)有形固定資産 

主として定率法を採用しており

ます。 

(1)有形固定資産 

     同左 

  

＜会計方針の変更＞ 

当社及び国内連結子会社

は、法人税法の改正に伴

い、当中間連結会計期間よ

り、平成19年４月１日以降

に取得した有形固定資産に

ついて、改正後の法人税法

に基づく減価償却の方法に

変更しております。 

これにより、営業利益、 

経常利益及び税金等調整前 

中間純利益は、それぞれ 

208百万円減少しておりま 

す。なお、セグメント情報

に与える影響は、当該箇所

に記載しております。  

＜追加情報＞ 

当社及び国内連結子会社

は、法人税法の改正に伴

い、平成19年３月31日以前

に取得した資産について

は、改正前の法人税法に基

づく減価償却の方法の適用

により取得価額の５％に到

達した連結会計年度の翌連

結会計年度より、取得価額

の５％相当額と備忘価額と

の差額を５年間にわたり均

等償却し、減価償却費に含

めて計上しております。 

この結果、従来の方法に

比べ、営業利益は364百万円

減少し、経常利益及び税金

等調整前中間純利益は377百

万円減少しております。な

お、セグメント情報に与え

る影響は、当該箇所に記載

しております。  

(1）有形固定資産 

    同左 

  

 ―――――― 

  

  

  

  

  

  

   

  

  

  

  

  

  

  

  

  ―――――― 

  (2)無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可

能期間（主として５年）に基づく

定額法を採用しております。 

(2)無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

  ③重要な引当金の計上基準 ③重要な引当金の計上基準 ③重要な引当金の計上基準 

  (1）貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒れに

よる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しておりま

す。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

  (2)退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間連結会計期間末

において発生していると認められ

る額を計上しております。 

 なお、一部国内連結子会社の退

職給付債務については、退職給付

に係る自己都合要支給額又は年金

財政計算上の責任準備金の額を用

いております。 

 過去勤務債務（当社及び在外連

結子会社によるもの）について

は、一定の年数（13～15年）で償

却しております。 

 数理計算上の差異は、主として

その発生時の従業員の平均残存勤

務期間及び当該期間以内の一定の

年数（９～13年）による定額法に

より按分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理する

こととしております。 

(2)退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間連結会計期間末

において発生していると認められ

る額を計上しております。 

 なお、一部国内連結子会社の退

職給付債務については、退職給付

に係る自己都合要支給額又は年金

財政計算上の責任準備金の額を用

いております。 

 過去勤務債務（当社及び在外連

結子会社によるもの）について

は、一定の年数（９～13年）で償

却しております。 

 数理計算上の差異は、主として

その発生時の従業員の平均残存勤

務期間及び当該期間以内の一定の

年数（９～13年）による定額法に

より按分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理する

こととしております。 

(2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退

職給付債務の見込額及び年金資産

の時価評価額に基づき、当連結会

計年度末において発生していると

認められる額を計上しておりま

す。 

 なお、一部国内連結子会社の退

職給付債務については、退職給付

に係る自己都合要支給額又は年金

財政計算上の責任準備金の額を用

いております。 

 過去勤務債務（当社及び在外連

結子会社によるもの）について

は、一定の年数(9～13年)で償却

しております。 

 数理計算上の差異は、主として

その発生時の従業員の平均残存勤

務期間及び当該期間以内の一定の

年数（9～13年）による定額法に

より按分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理する

こととしております。 

  (3)引当金及びその他の引当金 (3)引当金及びその他の引当金 (3）引当金及びその他の引当金 

  (イ）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備え

るため、主として支給見込額

により設定しております。 

(イ）賞与引当金 

同左 

(イ）賞与引当金 

同左 

  (ロ)役員退職慰労引当金 

 当社は監査役に対する退職慰

労金の支給に備えるため、内規

に基づく中間期末要支給額を引

当計上しております。また、国

内連結子会社の一部は役員の退

職慰労金の支給に備えるため、

内規に基づく中間期末要支給額

を引当計上しております。 

 なお、当社は平成18年６月29

日の定時株主総会の日をもって

取締役に対する役員退職慰労金

制度を廃止したため、取締役に

対する役員退職慰労引当金残高

を取り崩しております。未払額

については長期未払金として固

定負債「その他」に含めており

ます。   

(ロ)役員退職慰労引当金 

   同左 

  

(ロ）役員退職慰労引当金 

 当社は監査役に対する退職

慰労金の支給に備えるため、

内規に基づく期末要支給額を

引当計上しております。ま

た、国内連結子会社の一部は

役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく期末

要支給額を引当計上しており

ます。  

 なお、当社は平成18年６月

29日の定時株主総会の日をも

って取締役に対する役員退職

慰労金制度を廃止したため、

取締役に対する役員退職慰労

引当金残高を取り崩しており

ます。未払額については長期

未払金として固定負債「その

他」に含めております。    

  (ハ）環境対策引当金 

 将来の環境対策に要する支出

（ポリ塩化ビフェニル廃棄物の

処理費用等）のうち、当中間連

結会計期間末において発生して

いると認められる金額を計上し

ております。  

(ハ）環境対策引当金 

   同左  

(ハ）環境対策引当金 

 将来の環境対策に要する支

出（ポリ塩化ビフェニル廃棄

物の処理費用等）のうち、当

連結会計年度末において発生

していると認められる金額を

計上しております。  

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (ニ)修繕引当金 

 製造設備の定期修繕に要す

る支出に備えるため、発生費

用見込額を期間に応じて配分

し、当中間連結会計期間に対

応する額を計上しておりま

す。 

(ニ)修繕引当金 

同左 

(ニ）修繕引当金 

 製造設備の定期修繕に要す

る支出に備えるため、発生費

用見込額を期間に応じて配分

し、当連結会計期間に対応す

る額を計上しております。 

  ④重要な外貨建資産又は負債の本邦

通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間連

結決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。なお、在外

子会社等の資産及び負債は、在外

子会社等の中間決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、収益及

び費用は期中平均相場により円貨

に換算し、為替換算差額は純資産

の部における為替換算調整勘定及

び少数株主持分に含めておりま

す。 

④重要な外貨建資産又は負債の本邦

通貨への換算基準 

      同左 

④重要な外貨建資産又は負債の本邦

通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算

日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理して

おります。なお、在外子会社等の資

産及び負債は、在外子会社等の決算

日の直物為替相場により円貨に換算

し、収益及び費用は期中平均相場に

より円貨に換算し、為替換算差額は

純資産の部における為替換算調整勘

定及び少数株主持分に含めておりま

す。 

  ⑤重要なリース取引の処理方法 

 当社及び国内連結子会社は、リー

ス物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっており、在外連結子会社に

ついては、主として通常の売買取引

に準じた会計処理によっておりま

す。 

⑤重要なリース取引の処理方法 

同左 

⑤重要なリース取引の処理方法 

同左 

  ⑥重要なヘッジ会計の方法 ⑥重要なヘッジ会計の方法 ⑥重要なヘッジ会計の方法 

  (1)ヘッジ会計の方法 

 原則として繰延ヘッジ処理を採

用しております。なお、為替予約

取引については、振当処理の要件

を満たしている場合は振当処理を

採用しております。また、金利ス

ワップ取引については、特例処理

の要件を満たしている場合は特例

処理を採用しております。 

(1)ヘッジ会計の方法 

同左 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

為替予約取引、金利スワップ

取引及びクロスカレンシース

ワップ取引 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

為替予約取引及び金利スワッ

プ取引 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

為替予約取引、金利スワップ

取引及びクロスカレンシース

ワップ取引 

  ヘッジ対象 

為替予約取引 外貨建売掛

金、外貨建買掛金及び外貨建

予定取引     

金利スワップ取引 社債、借

入金   

クロスカレンシースワップ取

引 借入金   

ヘッジ対象 

為替予約取引 外貨建売掛

金、外貨建買掛金及び外貨建

予定取引     

金利スワップ取引 社債、借

入金   

  

ヘッジ対象 

為替予約取引 外貨建売掛

金、外貨建買掛金及び外貨建

予定取引     

金利スワップ取引 社債、借

入金  

クロスカレンシースワップ取

引 借入金  

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (3)ヘッジ方針 

 当社グループは、原則として為

替変動リスク及び金利変動リスク

を回避軽減する目的でデリバティ

ブ取引を利用しております。その

うち予定取引については、実需原

則に基づき成約時に為替予約取引

を行うものとしております。ま

た、取引の契約先は信用度の高い

金融機関に限定しております。 

(3)ヘッジ方針 

同左 

(3）ヘッジ方針 

同左 

  (4)ヘッジ有効性評価の方法 

 為替予約取引については、実需

の範囲内で行っているため、ま

た、金利スワップ取引について

は、特例処理であるため有効性の

評価を省略しております。 

(4)ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  ⑦その他中間連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 

⑦その他中間連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 

⑦その他連結財務諸表作成のための

重要な事項 

   消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は税抜方式

によっております。 

 消費税等の会計処理 

同左 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

        

５．中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

（連結キャッシュ・

フロー計算書）にお

ける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３か月以

内に償還期限の到来する短期投資か

らなります。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

項目 
前中間連結会計期間 

自 平成18年４月１日） 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

自 平成19年４月１日） 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 

自 平成18年４月１日） 
至 平成19年３月31日） 

 貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準 

 当中間連結会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準第５号 

平成17年12月９日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準

適用指針第８号 平成17年12月９

日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は100,399百万円でありま

す。 

 なお、当中間連結会計期間におけ

る中間連結貸借対照表の純資産の部

については中間連結財務諸表規則の

改正に伴い、改正後の中間連結財務

諸表規則により作成しております。

 ――――――  当連結会計年度より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しております。これまでの資本

の部の合計に相当する金額は

111,664百万円であります。 

 なお、当連結会計年度における連

結貸借対照表の純資産の部について

は連結財務諸表規則の改正に伴い、

改正後の連結財務諸表規則により作

成しております。   

ストック・オプション等に関

する会計基準 

 当中間連結会計期間より、「スト

ック・オプション等に関する会計基

準」（企業会計基準第８号 平成17

年12月27日）及び「ストック・オプ

ション等に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第11号

平成18年５月31日）を適用しており

ます。これにより営業利益、経常利

益及び税金等調整前中間純利益は、

それぞれ34百万円減少しておりま

す。 

 ――――――  当連結会計年度より、「ストッ

ク・オプション等に関する会計基

準」（企業会計基準第８号 平成17

年12月27日）及び「ストック・オプ

ション等に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第11号

平成18年５月31日）を適用しており

ます。これにより営業利益、経常利

益及び税金等調整前当期純利益は、

それぞれ101百万円減少しておりま

す。 



表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

（中間連結貸借対照表関係） 

(1)負債の部の「連結調整勘定」は、当中間連結会計期間

から「負ののれん」として表示しております。 

  

  

  

  

（中間連結損益計算書関係） 

(1)「助成金」は、前中間連結会計期間においては、営業

外収益の「雑益」に含めて表示しておりましたが、営業

外収益の総額の10／100を超えたため、区分掲記しており

ます。 

なお、前中間連結会計期間の営業外収益の「雑益」に含

まれている「助成金」は21百万円であります。  

  

  

  

 (2)「貸倒引当金戻入額」は、前中間連結会計期間にお

いては、特別利益の「その他」に含めて表示しておりま

したが、特別利益の総額の10／100を超えたため、区分掲

記しております。 

 なお、前中間連結会計期間の特別利益の「その他」に含

まれている「貸倒引当金戻入額」は22百万円でありま

す。  

  

  

 （中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 (1)営業活動によるキャッシュ・フローの「固定資産処

分損」は、当中間連結会計期間において金額的重要性

が乏しくなったため「その他」に含めております。 

 なお、当中間連結会計期間の「その他」に含まれて

いる「固定資産処分損」は 399百万円であります。  

 （中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 (1)営業活動によるキャッシュ・フローの「賞与引当金

の増加（△減少）額」は、前中間連結会計期間におい

ては、「その他」に含めて表示しておりましたが、金

額的重要性が増したため区分掲記しております。 

 なお、前中間連結会計期間の「その他」に含まれて

いる「賞与引当金の増加（△減少）額」は△446百万円

であります。 

 (2)営業活動によるキャッシュ・フローの「訴訟関連費

用」は、当中間連結会計期間において金額的重要性が

乏しくなったため「その他」に含めております。 

 なお、当中間連結会計期間の「その他」に含まれて

いる「訴訟関連費用」は 246百万円であります。  

 (2)営業活動によるキャッシュ・フローの「退職給付引

当金の増加（△減少）額」は、前中間連結会計期間に

おいては、「その他」に含めて表示しておりました

が、金額的重要性が増したため区分掲記しておりま

す。 

 なお、前中間連結会計期間の「その他」に含まれて

いる「退職給付引当金の増加（△減少）額」は△434百

万円であります。 

  

  

 (3)営業活動によるキャッシュ・フローの「固定資産処

分損」は、前中間連結会計期間においては、「その

他」に含めて表示しておりましたが、金額的重要性が

増したため区分掲記しております。 

 なお、前中間連結会計期間の「その他」に含まれて

いる「固定資産処分損」は399百万円であります。  

  

  

(4)投資活動によるキャッシュ・フローの「無形固定資産

の取得による支出」は、当中間連結会計期間において

金額的重要性が乏しくなったため「その他」に含めて

おります。 

 なお、当中間連結会計期間の「その他」に含まれて

いる「無形固定資産の取得による支出」は △381百万

円であります。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

 １．貸出コミットメント  １．貸出コミットメント  １．貸出コミットメント 

 当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行７行と貸出コミットメン

ト契約を締結しております。これらの契

約に基づく当中間連結会計期間末の借入

未実行残高は次のとおりであります。 

 当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行７行と貸出コミットメン

ト契約を締結しております。これらの契

約に基づく当中間連結会計期間末の借入

未実行残高は次のとおりであります。 

 当社においては、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行７行と貸出コミ

ットメント契約を締結しております。こ

れらの契約に基づく当連結会計年度末の

借入未実行残高は次のとおりでありま

す。 

貸出コミットメントの

総額 
  15,000百万円

借入実行残高 - 

差引額 15,000 

貸出コミットメントの

総額 
   15,000百万円

借入実行残高 - 

差引額 15,000 

貸出コミットメントの

総額 
 15,000百万円

借入実行残高 - 

差引額 15,000 

※２．有形固定資産の減価償却累計額 

    168,507百万円 

※２．有形固定資産の減価償却累計額 

           183,313百万円 

※２．有形固定資産の減価償却累計額 

175,637百万円 

※３．担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産の額 

※３．担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産の額 

※３．担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産の額 

現金及び預金（定期

預金） 
  24百万円

土地 25 

投資有価証券 890 

計       939百万円

土地     25百万円

投資有価証券 5,452 

計     5,477百万円

現金及び預金（定期

預金） 
26百万円

土地 25 

投資有価証券 5,075 

計 5,125百万円

上記に対応する債務 上記に対応する債務 上記に対応する債務 

支払手形及び買掛金     3,041百万円

その他（※） 10,545 

   13,587百万円

支払手形及び買掛金     3,719百万円

短期借入金    2,500 

その他（※） 9,589 

    15,809百万円

支払手形及び買掛金  3,366百万円

長期借入金 2,500 

その他（※） 10,087 

  15,953百万円

  （※）水島エコワークス㈱の銀行取引

に係る債務であります。 

  （※）水島エコワークス㈱の銀行取引

に係る債務であります。 

（※）水島エコワークス㈱の銀行取引

に係る債務であります。 

※４．「投資有価証券」には消費貸借契約に

より貸し付けている有価証券3,809百万

円が含まれております。なお当該取引に

よる預り金は固定負債の「その他」に含

まれており、その金額は2,500百万円で

す。 

※４．        ────── ※４.     ────── 

 ５．偶発債務 

保証債務 

 連結会社以外の会社及び従業員の金

融機関等からの借入金に対する債務保

証 

 ５．偶発債務 

保証債務 

 連結会社以外の会社及び従業員の金

融機関等からの借入金に対する債務保

証 

 ５．偶発債務 

保証債務 

 連結会社以外の会社及び従業員の金

融機関等からの借入金に対する債務保

証 

ゼオンケミカルズ米沢

㈱ 
  438百万円

ゼオン・アドバンス

ド・ポリミクス社 
245 

瑞翁化工（広州）有限

公司 
86 

トウキョウ・ザイリョ

ウ（タイランド） 
58 

従業員 1,005 

    1,832百万円

ゼオン・アドバンス

ド・ポリミクス社 
459百万円

瑞翁化工（広州）有限

公司 
58 

(株）ＴＦＣ 2,200 

従業員 683 

    3,399百万円

ゼオン・アドバンス

ド・ポリミクス社 
443百万円

瑞翁化工（広州）有限

公司 
72 

(株）ＴＦＣ 3,087 

従業員 775 

  4,377百万円

 



前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

係争事件に係る賠償義務 

 当社及び当社の米国子会社ゼオン・ケミ

カルズ・リミテッド・パートナーシップ

（米国：ケンタッキー州。以下ZCLP社）

は、他の企業グループとともに、NBR（アク

リロニトリル・ブタジエン・ラバー）に関

する価格協定があったとして、米国の複数

の州においてNBRの間接購買者から損害賠償

請求訴訟（民事集団訴訟）を提起されてお

りました。 

このうち、平成16年4月に提起されたカリフ

ォルニア州における損害賠償請求訴訟（民

事集団訴訟）につきましては、平成18年5

月、原告側弁護団とZCLP社の間で、ZCLP社

が原告に対して1.53百万米ドル（約1億8千

万円）を支払うことを内容とする和解契約

に合意しました。本年12月に和解契約を裁

判所が承認したことにより、同州における

間接購買者からの損害賠償請求訴訟（民事

集団訴訟）は解決しました。 

また、平成17年1月以降にバーモント州をは

じめとする複数の州において提起された損

害賠償請求訴訟（民事集団訴訟）につきま

しては、平成18年1１月、原告側弁護団と

ZCLP社の間で、ZCLP社が原告に対して1.67

百万米ドル（約2億円）を支払うことを内容

とする和解契約に合意しました。この和解

は31州における請求権を解決するもので

す。今後、31州の原告弁護団との和解を裁

判所が承認することにより、原告団から離

脱（オプト・アウト）手続を行わなかった

原告団構成員全てとの関係において、31州

における間接購買者による損害賠償請求訴

訟（民事集団訴訟）が解決され、米国にお

ける間接購買者による損害賠償請求訴訟

（民事集団訴訟）が解決されることになり

ます。 

 また、ＮＢＲに関して、当社及び当社の

欧州子会社は、欧州委員会から競争制限取

引の疑いで調査を受けており、調査に協力

しております。 

  

係争事件に係る賠償義務 

当社及び当社の欧州子会社は、平成19年5月

7日に、欧州委員会より、欧州のNBR（アク

リロニトリル・ブタジエン・ラバー）取引

における競争制限取引の疑いに関する異議

告知書を受領しました。これは欧州委員会

による調査の過程で発行されたものです。

本異議告知書の内容を検討し、答弁書を欧

州委員会に提出しました。 

  

 係争事件に係る賠償義務 

 当社及び当社の米国子会社ゼオン・ケミカ

ルズ・リミテッド・パートナーシップ（米

国：ケンタッキー州。以下ZCLP社）は、他の

企業グループとともに、NBR（アクリロニト

リル・ブタジエン・ラバー）に関する価格協

定があったとして、米国においてNBRの間接

購買者から損害賠償請求訴訟（民事集団訴

訟）を提起されておりました。 

このうち、平成16年4月に提起されたカリフ

ォルニア州における訴訟につきましては、平

成18年5月にZCLP社が原告に対して1.53百万

米ドル（約1億8千万円）を支払うことを内容

とする和解契約に合意し、同年12月裁判所が

和解契約を承認したことにより、同州におけ

る訴訟は解決されました。また、平成17年1

月以降にバーモント州をはじめとする複数の

州において提起された訴訟につきましては、

平成18年11月、ZCLP社が原告に対して1.67百

万米ドル（約2億円）を支払うことを内容と

する和解契約に合意しました。この和解は31

州における請求権を解決するものであり、平

成19年4月に和解契約は裁判所により承認さ

れました。これにより米国における間接購買

者による損害賠償請求訴訟は解決されまし

た。 

 また、NBRに関して、当社及び当社の欧州

子会社は、平成19年5月7日に、欧州委員会よ

り、欧州のNBR取引における競争制限取引の

疑いに関する異議告知書を受領しました。こ

れは欧州委員会による調査の過程で発行され

たものであり、本異議告知書の内容を検討し

た上で、適切な対応をとる所存です。 

 なお、当社及びZCLP社は、他の5企業グル

ープとともに、SBR（スチレン・ブタジエ

ン・ラバー）及びBR（ブタジエン・ラバー）

に関する価格協定があったとして、平成18年

11月30日以降、米国における直接購買者から

損害賠償請求訴訟（民事集団訴訟）を複数提

起されておりましたが、本年4月までに、提

起された全ての訴訟について、それぞれの原

告が自主的に当社及びZCLP社に対する関係で

取下げを行った結果、これらの訴訟は終結し

ました。 

６．受取手形割引高  －百万円

受取手形裏書譲渡高 10 

６．受取手形割引高 －百万円

受取手形裏書譲渡高 17 

６．受取手形割引高 －百万円

受取手形裏書譲渡高 5 

 ※７. 中間連結会計期間末日満期手形 

 中間連結会計期間末日満期手形の会計処理

については、手形交換日をもって決済処理を

しております。なお、当中間連結会計期間の

末日は金融機関の休日であったため、次の中

間連結会計期間末日満期手形が中間連結会計

期間末残高に含まれております。 

受取手形  216百万円

支払手形 682 

 ※７. 中間連結会計期間末日満期手形 

 中間連結会計期間末日満期手形の会計処理

については、手形交換日をもって決済処理を

しております。なお、当中間連結会計期間の

末日は金融機関の休日であったため、次の中

間連結会計期間末日満期手形が中間連結会計

期間末残高に含まれております。 

受取手形 225百万円

支払手形 667 

 ※７. 連結会計年度末日満期手形 

 連結会計年度末日満期手形の会計処理につい

ては、手形交換日をもって決済処理をしており

ます。なお、当連結会計年度末日が金融機関の

休日であったため、次の連結会計年度末日満期

手形が連結会計年度末残高に含まれておりま

す。 

受取手形 470百万円

   支払手形 786 

  ※８．       ────── 

  

  ※８．圧縮記帳 

 有形固定資産の取得価額から国庫補助金に

よる圧縮記帳累計額100百万円を控除してお

ります。 

  ※８．圧縮記帳 

 有形固定資産の取得価額から国庫補助金によ

る圧縮記帳累計額100百万円を控除しておりま

す。 

 



（中間連結損益計算書関係） 

（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

 前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 注）普通株式の自己株式の株式数の増加3千株は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

 ２．新株予約権に関する事項 

  

  

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

※９．米国の連結子会社が米国会計基準に基

づいて計上した「その他の包括利益」に

含まれる年金追加最小負債であります。 

※９．米国の連結子会社が米国会計基準に基

づいて計上した「その他の包括利益」に

含まれる年金追加最小負債であります。 

※９．米国の連結子会社が米国会計基準に基

づいて計上した「その他の包括利益」に

含まれる年金追加最小負債であります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目及

び金額は次のとおりです。 

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目及

び金額は次のとおりです。 

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目及

び金額は次のとおりです。 

運賃諸掛   4,444百万円

従業員給料手当 4,070 

研究開発費 5,339 

賞与引当金繰入額 471 

退職給付引当金繰入額 395 

運賃諸掛   4,316百万円

従業員給料手当 4,108 

研究開発費 6,173 

賞与引当金繰入額 479 

退職給付引当金繰入額 205 

運賃諸掛 9,075百万円

従業員給料手当  8,566 

研究開発費 11,745 

賞与引当金繰入額 652 

退職給付引当金繰入額 549 

※２．固定資産売却益は、主として有形固定

資産の機械装置及び運搬具の売却による

ものであります。 

※２．         ────── ※２．固定資産売却益は、主として有形固定

資産の機械装置及び運搬具の売却による

ものであります。 

※３．固定資産処分損は、主として有形固定

資産の機械装置及び運搬具の除却による

ものであります。 

※３．固定資産処分損は、主として有形固定

資産の機械装置及び運搬具の除却による

ものであります。 

 ※３．        ────── 

※４．特別損失の「訴訟関連費用」は、米国

におけるＮＢＲ（アクリロニトリル・ブ

タジエン・ラバー）の価格協定の疑いに

関して当社グループが計上した費用等で

あります。 

※４．特別損失の「訴訟関連費用」は、ＮＢ

Ｒ（アクリロニトリル・ブタジエン・ラ

バー）の価格協定の疑いに関して当社グ

ループが計上した費用等であります。 

※４．特別損失の「訴訟関連費用」は、米国

におけるＮＢＲ（アクリロニトリル・ブ

タジエン・ラバー）の価格協定の疑いに

関して当社グループが計上した費用等で

あります。 

 
前連結会計年度末株
式数（千株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間
末株式数（千株） 

発行済株式        

普通株式 242,075 － － 242,075 

合計 242,075 － － 242,075 

自己株式        

普通株式 4,041 2 － 4,043 

合計 4,041 2 － 4,043 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（千株）  
当中間連結
会計期間末
残高 
（百万円）

前連結会計
年度末 

当中間連結
会計期間増
加 

当中間連結
会計期間減
少 

当中間連結
会計期間末 

提出会社

（親会社） 

ストック・オプションとして

の新株予約権 
－ 34 

連結子会社 － － － 

合計 － 34 



 ３．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの 

 当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 注）普通株式の自己株式の株式数の増加は単元未満株式の買取りによる増加であり、減少はストック・オプションの 

  行使によるものであります。 

  

 ２．新株予約権に関する事項 

  

  

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 1,428 6  平成18年３月31日  平成18年６月29日

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 
配当の原資 

１株当たり

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年10月31日 

取締役会 
普通株式 952 利益剰余金 4  平成18年９月30日  平成18年11月30日

 
前連結会計年度末株
式数（千株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間
末株式数（千株） 

発行済株式        

普通株式 242,075 － － 242,075 

合計 242,075 － － 242,075 

自己株式        

普通株式 4,048 2 34 4,016 

合計 4,048 2 34 4,016 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（千株）  
当中間連結
会計期間末
残高 
（百万円）

前連結会計
年度末 

当中間連結
会計期間増
加 

当中間連結
会計期間減
少 

当中間連結
会計期間末 

提出会社

（親会社） 

ストック・オプションとして

の新株予約権 
－ 111 

連結子会社 － － － 

合計 － 111 



 ３．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの 

 前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 注）1. 普通株式の自己株式の株式数の増加7千株は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

 2. 普通株式の自己株式の株式数の減少0千株は、単元未満株主の売渡請求によるものであります。 

２．新株予約権に関する事項 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 1,428 6  平成19年３月31日  平成19年６月29日

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 
配当の原資 

１株当たり

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年11月７日 

取締役会 
普通株式 1,428 利益剰余金 6  平成19年９月30日  平成19年11月30日

 
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式        

普通株式 242,075 － － 242,075 

合計 242,075 － － 242,075 

自己株式        

普通株式 4,041 7 0 4,048 

合計 4,041 7 0 4,048 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（千株）  
当連結会計
年度末残高
（百万円）前連結会計

年度末 
当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

 提出会社

（親会社） 

ストック・オプションとして

の新株予約権 
－ 101 

連結子会社 － － － 

合計 － 101 



３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 1,428 6 平成18年３月31日 平成18年６月29日 

平成18年10月31日 

取締役会 
普通株式 952 4 平成18年９月30日 平成18年11月30日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 1,428 利益剰余金 6 平成19年３月31日 平成19年６月29日

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係（平成18年９月30日現在） 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係（平成19年９月30日現在） 

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成19年３月31日現在） 

現金及び預金勘定  8,439百万円

預入期間が３か月を超え

る定期預金 
△306 

現金及び現金同等物 8,133 

現金及び預金勘定 7,365百万円

預入期間が３か月を超え

る定期預金 
△347 

現金及び現金同等物 7,018 

現金及び預金勘定 6,838百万円

預入期間が３か月を超え

る定期預金 
△355 

現金及び現金同等物 6,483 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

機械装置及
び運搬具 

892 465 427 

有形固定資
産のその他 

1,471 859 612 

無形固定資
産 

61 30 31 

合計 2,424 1,354 1,070 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械装置及
び運搬具 

693 314 380 

有形固定資
産のその他 

1,159 606 553 

無形固定資
産 

65 35 30 

合計 1,917 954 963 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

機械装置及
び運搬具 

854 480 374 

有形固定資
産のその他 

1,259 671 588 

無形固定資
産 

61 34 26 

合計 2,173 1,186 988 

 



次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(2)未経過リース料中間期末残高相当額 (2)未経過リース料中間期末残高相当額 (2)未経過リース料期末残高相当額 

１年内    446百万円

１年超 624 

合計 1,070 

１年内    374百万円

１年超 589 

合計 963 

１年以内 400百万円

１年超 588 

合計 988 

（注）なお、取得価額相当額及び未経過リー

ス料中間期末残高相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高の有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法によっております。 

同左 （注）なお、取得価額相当額及び未経過リー

ス料期末残高相当額は、未経過リース料

期末残高の有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

(3)支払リース料及び減価償却費相当額 (3)支払リース料及び減価償却費相当額 (3)支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 306百万円

減価償却費相当額 306 

支払リース料 209百万円

減価償却費相当額 209 

支払リース料 564百万円

減価償却費相当額 564 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内       172百万円

１年超 173 

合計 345 

１年内     195百万円

１年超 74 

合計 269 

１年以内 172百万円

１年超 123 

合計 295 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年9月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 
取得価額 
（百万円） 

中間連結貸借対照表計上額
（百万円） 

差額 
（百万円） 

(1)株式 15,941 36,601 20,660 

(2)債券      

国債・地方債等 2 2 － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3)その他 － － － 

合計 15,943 36,603 20,660 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1)満期保有目的の債券  

流通性のない社債 4 

流通性のない地方債 3 

(2)その他有価証券  

非上場株式 3,983 

上場されていない内国債以外の債券 － 

マネー・マネジメント・ファンド － 



当中間連結会計期間末（平成19年9月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

前連結会計年度末（平成19年3月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 
取得価額 
（百万円） 

中間連結貸借対照表計上額
（百万円） 

差額 
（百万円） 

(1)株式 20,472 45,394 24,922 

(2)債券      

国債・地方債等 0 0 - 

社債 - - - 

その他 - - - 

(3)その他 - - - 

合計 20,472 45,394 24,922 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1)満期保有目的の債券  

流通性のない社債 4 

流通性のない地方債 - 

(2)その他有価証券  

非上場株式 3,370 

上場されていない内国債以外の債券 - 

マネー・マネジメント・ファンド - 

 
取得価額 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

(1)株式 19,022 42,298 23,276 

(2)債券      

国債・地方債等 2 2 - 

社債 - - - 

その他 - - - 

(3)その他 - - - 

合計 19,024 42,300 23,276 



２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

（前中間連結会計期間） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 （注） ヘッジ会計が適用されているデリバティブは除いております。 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1)満期保有目的の債券  

流通性のない社債 4 

流通性のない地方債 － 

(2)その他有価証券  

非上場株式 3,464 

上場されていない内国債以外の債券 － 

マネー・マネジメント・ファンド － 

対象物の種類 取引の種類 

前中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

契約額等 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

通貨 

為替予約取引      

売建      

米ドル 6,614 6,748 △133 

英ポンド 49 48 0 

欧ユーロ 59 60 △0 

買建      

米ドル 3,318 3,370 52 

欧ユーロ 445 446 1 

クーポンスワップ取

引  
      

受取固定 米

ドル・支払固

定 欧ユーロ 

445 2 2 

合計 10,931 10,673 △79 

 金利 
 スワップ取引       

  受取変動・支払固定 1,000 △4 △4 



（当中間連結会計期間） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 （注） ヘッジ会計が適用されているデリバティブは除いております。 

（前連結会計年度） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 （注） ヘッジ会計が適用されているデリバティブは除いております。 

対象物の種類 取引の種類 

当中間連結会計期間末（平成19年９月30日） 

契約額等 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

通貨 

為替予約取引      

売建      

米ドル 512 498 14 

欧ユーロ 631 636 △5 

買建      

米ドル 617 617 △1 

クーポンスワップ取

引  
      

受取固定 米

ドル・支払固

定 欧ユーロ 

498 △3 △3 

合計 2,258 1,747 5 

対象物の種類 取引の種類 

前連結会計年度末（平成19年３月31日） 

契約額等 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

通貨 

為替予約取引      

売建      

米ドル 3,669 3,583 86 

欧ユーロ 1,680 1,700 △21 

買建      

米ドル 678 665 △13 

クーポンスワップ取

引 
      

受取固定 米ド

ル・支払固定 

欧ユーロ 

456 △17 △17 

合計 6,483 5,932 35 



（ストック・オプション等関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日） 

ストック・オプションに係る当中間連結会計期間における費用計上額及び科目名 

販売費及び一般管理費  34百万円 

当中間連結会計期間（自 平成19年4月1日 至 平成19年9月30日） 

ストック・オプションに係る当中間連結会計期間における費用計上額及び科目名 

販売費及び一般管理費  54百万円 

前連結会計年度（自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31日） 

１．ストック・オプションにかかる当連結会計年度における費用計上額及び科目名 

 販売費及び一般管理費  101百万円 

２．当連結会計年度において存在したストック・オプションの内容 

 (注）株式数に換算して記載しております。 

 
平成18年 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数

(名） 
当社取締役 15名  

ストック・オプション数

(注） 
普通株式 103,000株 

付与日 平成18年8月16日 

権利確定条件 

①新株予約権者は、下記の権利行使期間内において、原則

として当社の取締役の地位を喪失したときに限り、新株予

約権を行使できるものとする。ただしこの場合、新株予約

権者は、当社の取締役の地位を喪失した日の翌日（以下、

「権利行使開始日」という。）から当該権利行使開始日よ

り10日を経過する日（ただし、当該日が営業日でない場合

には、前営業日）までの間に限り、新株予約権を行使する

ことができる。 

②新株予約権者が死亡した場合、その相続人（新株予約権

者の配偶者、子、1親等の直系尊属に限る。）は、新株予

約権者が死亡した日の翌日から3ヶ月を経過する日までの

間に限り新株予約権を行使することができる。 

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはございません。 

権利行使期間 
自 平成18年8月16日 

至 平成48年8月15日 

権利行使価格   （円） 1 

公正な評価単価（付与日） 

（円）          
1,313.02 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

（注） 事業区分の方法及び各区分に属する主要製品 

(1）事業区分の方法 

経営管理上採用している区分によっております。 

(2)各事業区分の主要製品 

当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

（注）１．事業区分の方法及び各区分に属する主要製品 

(1）事業区分の方法 

経営管理上採用している区分によっております。 

(2)各事業区分の主要製品 

 
エラストマ
ー素材事業 
（百万円） 

高機能材
料事業 
（百万円） 

その他の
事業 
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は
全社 
（百万円）

連結 
（百万円） 

売上高            

(1)外部顧客に対する売上高 87,949 23,297 27,374 138,620 - 138,620 

(2)セグメント間の内部売上

高又は振替高 
5 - 561 566 (566) - 

計 87,954 23,297 27,935 139,186 (566) 138,620 

営業費用 79,467 18,173 27,879 125,520 (577) 124,943 

営業利益 8,487 5,124 56 13,666 10 13,677 

事業区分 主要製品 

エラストマー素材

事業 

合成ゴム、合成ラテックス、化成品（Ｃ５石油樹脂、熱可塑性エラストマー

等） 

高機能材料事業 

化学品（合成香料、有機合成薬品等）、情報材料（電子材料、トナー関連製

品等）、高機能樹脂（シクロオレフィンポリマー樹脂、シクロオレフィンポ

リマー成型品） 

その他の事業 
ＲＩＭ配合液、ＲＩＭ成形品、医療器材、ブタジエン抽出技術等、塩化ビニ

ル樹脂製造受託、塩ビコンパウンド、包装物流資材、住宅資材、その他 

 
エラストマ
ー素材事業 
（百万円） 

高機能材
料事業 
（百万円） 

その他の
事業 
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は
全社 
（百万円）

連結 
（百万円）

売上高            

(1)外部顧客に対する売上高 92,702 24,883 28,369 145,955 - 145,955 

(2)セグメント間の内部売上

高又は振替高 
866 - 302 1,169 (1,169) - 

計 93,569 24,883 28,671 147,123 (1,169) 145,955 

営業費用 84,520 20,206 28,354 133,080 (1,126) 131,954 

営業利益 9,049 4,677 317 14,043 (43) 14,000 

事業区分 主要製品 

エラストマー素材

事業 

合成ゴム、合成ラテックス、化成品（Ｃ５石油樹脂、熱可塑性エラストマー

等） 

高機能材料事業 

化学品（合成香料、有機合成薬品等）、情報材料（電子材料、トナー関連製

品等）、高機能樹脂（シクロオレフィンポリマー樹脂、シクロオレフィンポ

リマー成型品） 

その他の事業 
ＲＩＭ配合液、ＲＩＭ成形品、医療器材、ブタジエン抽出技術等、塩化ビニ

ル樹脂製造受託、塩ビコンパウンド、包装物流資材、住宅資材、その他 



 ２．会計方針の変更 

 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載の通り、当社及び国内連結子会社は、法人税

法の改正に伴い、当中間連結会計期間より、平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産について、改正後の

法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。 

 この変更に伴い、従来の方法によった場合と比べ、当中間連結会計期間の営業費用は、エラストマー素材事業

が73百万円、高機能材料事業が117百万円、その他の事業が18百万円増加し、営業利益が同額減少しておりま

す。 

 ３．追加情報 

  「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載の通り、当社及び国内連結子会社は、法人税

法の改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法

の適用により取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額

との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。 

 この変更に伴い、従来の方法によった場合と比べ、当中間連結会計期間の営業費用は、エラストマー素材事業

が282百万円、高機能材料事業が53百万円、その他の事業が28百万円増加し、営業利益が同額減少しておりま

す。 

  

前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 （注） 事業区分の方法及び各区分に属する主要製品 

(1)事業区分の方法 

経営管理上採用している区分によっております。 

(2)各事業区分の主要製品 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

  

エラスト
マー素材
事業 
（百万円） 

高機能材
料事業 
（百万円） 

その他の
事業 
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は
全社 
（百万円）

連結 
（百万円）

売上高             

(1)外部顧客に対する売上高 176,222 47,197 58,194 281,613 － 281,613 

(2)セグメント間の内部売上

高又は振替高 
1,481 － 1,030 2,511 (2,511) － 

計 177,703 47,197 59,225 284,124 (2,511) 281,613 

営業費用 158,176 37,451 58,352 253,979 (2,541) 251,438 

営業利益 19,527 9,746 873 30,145 30 30,175 

事業区分 主要製品 

エラストマー素材

事業 

合成ゴム、合成ラテックス、化成品（Ｃ５石油樹脂、熱可塑性エラストマー

等） 

高機能材料事業 

化学品（合成香料、有機合成薬品等）、情報材料（電子材料、トナー関連製

品等）、高機能樹脂（シクロオレフィンポリマー樹脂、シクロオレフィンポ

リマー成型品） 

その他の事業 
ＲＩＭ配合液、ＲＩＭ成形品、医療器材、ブタジエン抽出技術等、塩化ビニ

ル樹脂製造受託、塩ビコンパウンド、包装物流資材、住宅資材、その他 

 
日本 

（百万円） 
北米 

（百万円） 
ヨーロッパ 
（百万円） 

アジア 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高              

(1)外部顧客に対する売上高 110,098 12,255 9,451 6,815 138,620 - 138,620 

(2)セグメント間の内部売上高又

は振替高 
11,251 4,207 167 717 16,341 (16,341) - 

計 121,349 16,463 9,618 7,532 154,961 (16,341) 138,620 

営業費用 110,092 14,448 9,530 7,329 141,399 (16,456) 124,943 

営業利益（△営業損失） 11,257 2,015 88 202 13,562 114 13,677 



 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

(1）北米……………アメリカ 

(2)ヨーロッパ……イギリス、ドイツ 

(3)アジア…………タイ、シンガポール、韓国 

当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

(1）北米……………アメリカ 

(2)ヨーロッパ……イギリス、ドイツ、イタリア 

 (3)アジア…………タイ、シンガポール、韓国、中国 

  ３．会計方針の変更 

  「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載の通り、当社及び国内連結子会社は、法人

税法の改正に伴い、当中間連結会計期間より、平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産について、改正

後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。 

  この変更に伴い、従来の方法によった場合と比べ、当中間連結会計期間の営業費用は、日本が208百万円増加

し、営業利益が同額減少しております。 

 ４．追加情報 

   「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載の通り、当社及び国内連結子会社は、法人

税法の改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の

方法の適用により取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と備

忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。 

 この変更に伴い、従来の方法によった場合と比べ、当中間連結会計期間の営業費用は、日本が364百万円増加

し、営業利益が同額減少しております。 

 前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

(1）北米………………アメリカ 

(2）ヨーロッパ………イギリス、ドイツ 

(3）アジア……………タイ、シンガポール、韓国 

 
日本 

（百万円） 
北米 

（百万円） 
ヨーロッパ 
（百万円） 

アジア 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高              

(1)外部顧客に対する売上高 113,459 13,022 11,126 8,348 145,955 - 145,955 

(2)セグメント間の内部売上高又

は振替高 
13,139 4,796 353 712 19,000 (19,000) - 

計 126,597 17,819 11,479 9,060 164,955 (19,000) 145,955 

営業費用 115,862 15,433 10,857 8,714 150,865 (18,911) 131,954 

営業利益（△営業損失） 10,736 2,386 622 346 14,090 (89) 14,000 

  
日本 

（百万円） 
北米 

（百万円） 
ヨーロッパ 
（百万円） 

アジア 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高               

(1)外部顧客に対する売上高 226,514 23,284 18,080 13,735 281,613 － 281,613 

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高 
24,423 8,212 462 1,526 34,623 (34,623) － 

計 250,937 31,497 18,543 15,260 316,236 (34,623) 281,613 

営業費用 224,971 28,233 18,023 14,863 286,090 (34,652) 251,438 

営業利益（△営業損失） 25,965 3,263 520 397 30,146 29 30,175 



【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

(1）北米………………アメリカ、カナダ、メキシコ 

(2）ヨーロッパ………イギリス、ドイツ、イタリア 

(3）アジア……………中国、韓国、タイ、マレーシア、台湾 

(4）その他の地域……ブラジル、オーストラリア 

当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

(1）北米………………アメリカ、カナダ、メキシコ 

(2）ヨーロッパ………イギリス、ドイツ、イタリア 

(3）アジア……………中国、韓国、タイ、マレーシア、台湾 

(4）その他の地域……ブラジル、オーストラリア 

前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

(1）北米…………………アメリカ、カナダ、メキシコ 

(2)ヨーロッパ…………イギリス、ドイツ、イタリア 

(3)アジア………………中国、韓国、タイ、マレーシア、台湾 

(4）その他の地域………ブラジル、オーストラリア 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  北米 ヨーロッパ アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 14,743 14,842 31,765 1,417 62,767 

Ⅱ 連結売上高（百万円）         138,620 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上

高の割合（％） 
10.6 10.7 22.9 1.0 45.3 

  北米 ヨーロッパ アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 15,627 16,418 30,223 2,234 64,501 

Ⅱ 連結売上高（百万円）         145,955 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上

高の割合（％） 
10.7 11.3 20.7 1.5 44.2 

  北米 ヨーロッパ アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 29,647 29,285 62,064 3,350 124,345 

Ⅱ 連結売上高（百万円）         281,613 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上

高の割合（％） 
10.5 10.4 22.0 1.2 44.2 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎

は、以下のとおりであります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額  421.93円

１株当たり中間純利益 33.23円

潜在株式調整後１株 

当たり中間純利益 

33.22円

１株当たり純資産額   502.34円

１株当たり中間純利益 30.01円

潜在株式調整後１株 

当たり中間純利益 

 30.00円

１株当たり純資産額 469.17円

１株当たり当期純利益 71.74円

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益 

71.72円

 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額       

中間（当期）純利益（百万円） 7,909 7,144 17,077 

普通株主に帰属しない金額（百万

円） 
- - - 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（百万円） 
7,909 7,144 17,077 

期中平均株式数（千株） 238,034 238,041 238,032 

        

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額 
      

中間（当期）純利益調整額（百万

円）  
- - - 

普通株式増加数（千株）  26 95 64 

(内、ストックオプション） （千

株） 
(26) (95) (64) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

金額の算定に含めなかった潜在株式の

概要  

- - - 



（重要な後発事象） 

(2）【その他】 

 当社及び当社の欧州子会社は、平成19年5月7日に、欧州委員会より、欧州のNBR（アクリロニトリル・ブタジ

エン・ラバー）取引における競争制限取引の疑いに関する異議告知書を受領しました。これは欧州委員会による

調査の過程で発行されたものです。本異議告知書の内容を検討し、答弁書を欧州委員会に提出しました。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 当社及び当社の米国子会社ゼオ

ン・ケミカルズ・リミテッド・パー

トナーシップ（米国：ケンタッキー

州）は、他の5企業集団とともに、Ｓ

ＢＲ（スチレン・ブタジエン・ラバ

ー）及びＢＲ（ブタジエン・ラバ

ー）に関する価格協定等があったと

して、平成18年11月30日に、米国に

おける直接購買者から損害賠償請求

訴訟（民事集団訴訟）を提起されま

したが、請求金額は明示されており

ません。当社及び当社の米国子会社

は、共同して訴訟に対応していると

ころであります。 

―――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

―――――― 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

   
前中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金   1,360     474     388    

２．受取手形 ※8 166     1,912     1,755    

３．売掛金   40,799     44,065     37,076    

４．たな卸資産   25,849     32,501     30,964    

５．未収入金   31,290     31,506     29,986    

６．その他の流動資産   6,168     6,020     3,229    

貸倒引当金   △0     －     △1    

流動資産合計     105,636 43.8   116,481 42.2   103,400 41.5 

Ⅱ 固定資産                    

(1)有形固定資産 ※9                  

１．建物 ※2 19,214     21,393     19,293    

２．機械装置 ※2 36,926     41,116     36,399    

３．土地   10,143     10,253     10,196    

４．その他の有形固
定資産 

※2 12,427     20,033     15,988    

有形固定資産合計     78,713     92,796     81,877  

(2)無形固定資産     2,120     2,204     2,181  

(3)投資その他の資産                    

１．投資有価証券 ※3,4 52,205     61,269     58,292    

２．その他の投資   2,967     3,585     3,798    

貸倒引当金   △176     △101     △107    

投資その他の資産
合計     54,996     64,753     61,983  

固定資産合計     135,830 56.2   159,754 57.8   146,043 58.5 

 資産合計     241,466 100.0   276,235 100.0   249,443 100.0 

                     
 



   
前中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．買掛金   67,402     73,974     67,625    

２．短期借入金   10,601     10,726     10,726    

３．コマーシャルペー
パー   －     3,997     4,997    

４．未払金   20,451     28,122     15,359    

５．引当金   2,093     3,055     1,168    

６．その他の流動負債   4,532     4,826     5,514    

流動負債合計     105,080 43.5   124,703 45.1   105,390 42.2 

Ⅱ 固定負債                    

１．社債   20,000     20,000     20,000    

２．長期借入金   14,125     16,000     14,000    

３．退職給付引当金   10,129     9,245     9,593    

４．その他の引当金   658     725     936    

５．その他の固定負債   5,262     6,155     5,528    

固定負債合計     50,175 20.8   52,126 18.9   50,058 20.1 

負債合計     155,255 64.3   176,830 64.0   155,448 62.3 

                     

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                     

１．資本金     24,211 10.0   24,211 8.8   24,211 9.7 

２．資本剰余金                    

(1) 資本準備金   18,335     18,335     18,335    

(2) その他資本剰余
金   －     7     0    

資本剰余金合計     18,335 7.6   18,343 6.6   18,335 7.4 

３．利益剰余金                    

(1) 利益準備金   3,026     3,026     3,026    

(2) その他利益剰余
金                    

圧縮記帳積立金   1,248     1,050     1,107    

特別償却積立金   3     －     1    

別途積立金   9,081     9,081     9,081    

繰越利益剰余金   23,074     33,541     29,125    

利益剰余金合計     36,433 15.1   46,700 16.9   42,342 17.0 

４．自己株式     △4,438 △1.8   △4,409 △1.6   △4,444 △1.8 

株主資本合計     74,542 30.9   84,845 30.7   80,444 32.3 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１．その他有価証券評
価差額金     11,634 4.8   14,449 5.3   13,448 5.4 

評価・換算差額等合
計     11,634 4.8   14,449 5.3   13,448 5.4 

Ⅲ 新株予約権     33 0.0   110 0.0   101 0.0 

純資産合計     86,210 35.7   99,405 36.0   93,994 37.7 

負債純資産合計     241,466 100.0   276,235 100.0   249,443 100.0 

                     



②【中間損益計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     82,057 100.0   87,115 100.0   170,111 100.0 

Ⅱ 売上原価     58,869 71.7   63,285 72.6   119,452 70.2 

売上総利益     23,188 28.3   23,830 27.4   50,659 29.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費     15,405 18.8   15,769 18.1   32,208 19.0 

営業利益     7,782 9.5   8,060 9.3   18,451 10.8 

Ⅳ 営業外収益 ※2   2,209 2.7   1,727 1.9   3,411 2.0 

Ⅴ 営業外費用 ※3   349 0.4   622 0.7   1,018 0.5 

経常利益     9,643 11.8   9,165 10.5   20,843 12.3 

Ⅵ 特別利益     2 0.0   7 0.0   4 0.0 

Ⅶ 特別損失     559 0.7   709 0.8   974 0.6 

税引前中間（当期）
純利益     9,086 11.1   8,463 9.7   19,874 11.7 

法人税、住民税及び
事業税   2,262     2,390     5,868    

法人税等調整額   576 2,838 3.5 285 2,676 3.1 896 6,765 4.0 

中間（当期）純利益     6,247 7.6   5,786 6.6   13,108 7.7 

                     



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 （注)平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本  

資本金  

資本 

剰余金 
利益剰余金  

自己 

株式 

株主 

資本 

合計 
資本 

準備金 

利益 

準備金 

その他利益剰余金 

利益 

剰余金 

合計  
圧縮記帳

積立金 

特別償却

積立金 

別途 

積立金 

繰越利益

剰余金 

 平成18年３月31日 残高（百万円） 24,211 18,335 3,026 1,435 5 9,081 18,155 31,703 △4,434 69,816 

中間会計期間中の変動額                    

  圧縮記帳積立金の取崩（注)       △187     187 －   － 

  特別償却積立金の取崩（注)          △2   2 －   － 

  剰余金の配当（注)             △1,428 △1,428   △1,428 

  役員賞与（注)               △90 △90   △90 

  中間純利益             6,247 6,247   6,247 

  自己株式の取得                 △3 △3 

  株主資本以外の項目の中間会計期

間中の変動額（純額） 
                    

 中間会計期間中の変動額合計    

（百万円） 
－ － － △187 △2 － 4,919 4,729 △3 4,726 

 平成18年９月30日 残高（百万円） 24,211 18,335 3,026 1,248 3 9,081 23,074 36,433 △4,438 74,542 

 

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 その他有価証券 

評価差額金 

 平成18年３月31日 残高（百万円） 13,949 － 83,765 

 中間会計期間中の変動額      

  圧縮記帳積立金の取崩（注)     － 

  特別償却積立金の取崩（注)      － 

  剰余金の配当（注)     △1,428 

  役員賞与（注)       △90 

  中間純利益     6,247 

  自己株式の取得     △3 

  株主資本以外の項目の中間会計期

間中の変動額（純額） 
△2,315 33 △2,281 

 中間会計期間中の変動額合計    

（百万円） 
△2,315 33 2,444 

 平成18年９月30日 残高（百万円） 11,634 33 86,210 



当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

  

 

株主資本  

資本金  

資本剰余金 利益剰余金  

自己 

株式 

株主 

資本 

合計 

資本 

準備金 

その他 

資本 

剰余金 

資本 

剰余金 

合計 

利益 

準備金 

その他利益剰余金 

利益 

剰余金 

合計  
圧縮記帳

積立金 

特別償却

積立金 

別途 

積立金 

繰越利益

剰余金 

 平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
24,211 18,335 0 18,335 3,026 1,107 1 9,081 29,125 42,342 △4,444 80,444 

中間会計期間中の変動額                        

  自己株式の処分     7 7             37 44 

  圧縮記帳積立金の取崩           △56     56 －   － 

  特別償却積立金の取崩             △1   1 －   － 

  剰余金の配当                 △1,428 △1,428   △1,428 

  中間純利益                 5,786 5,786   5,786 

  自己株式の取得                     △2 △2 

  株主資本以外の項目の

中間会計期間中の変動

額（純額） 

                        

 中間会計期間中の変動額

合計（百万円） 
－ － 7 7 － △56 △1 － 4,416 4,358 34 4,400 

 平成19年９月30日 残高 

（百万円） 
24,211 18,335 7 18,343 3,026 1,050 － 9,081 33,541 46,700 △4,409 84,845 

 

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 その他有価証券 

評価差額金 

 平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
13,448 101 93,994 

 中間会計期間中の変動額      

  自己株式の処分     44 

  圧縮記帳積立金の取崩     － 

  特別償却積立金の取崩     － 

  剰余金の配当     △1,428 

  中間純利益     5,786 

  自己株式の取得     △2 

  株主資本以外の項目の

中間会計期間中の変動

額（純額） 

1,000 9 1,010 

 中間会計期間中の変動額

合計（百万円） 
1,000 9 5,410 

 平成19年９月30日 残高 

（百万円） 
14,449 110 99,405 



前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 （注)平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本  

資本金  

資本剰余金 利益剰余金  

自己 

株式 

株主 

資本 

合計 

資本 

準備金 

その他 

資本 

剰余金 

資本 

剰余金 

合計 

利益 

準備金 

その他利益剰余金 

利益 

剰余金 

合計  
圧縮記帳

積立金 

特別償却

積立金 

別途 

積立金 

繰越利益

剰余金 

 平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
24,211 18,335 － 18,335 3,026 1,435 5 9,081 18,155 31,703 △4,434 69,816 

事業年度中の変動額                        

  自己株式の処分     0 0             0 0 

  圧縮記帳積立金の取崩

（注) 
          △187     187 －   － 

  圧縮記帳積立金の取崩           △140     140 －   － 

  特別償却積立金の取崩

（注)  
            △2   2 －   － 

  特別償却積立金の取崩             △2   2 －   － 

  剰余金の配当（注)                 △1,428 △1,428   △1,428 

  剰余金の配当                 △952 △952   △952 

  役員賞与（注)                   △90 △90   △90 

  当期純利益                 13,108 13,108   13,108 

  自己株式の取得                     △9 △9 

  株主資本以外の項目の

事業年度中の変動額

（純額） 

                        

 事業年度中の変動額合計 

（百万円） 
－ － 0 0 － △327 △4 － 10,970 10,638 △9 10,628 

 平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
24,211 18,335 0 18,335 3,026 1,107 1 9,081 29,125 42,342 △4,444 80,444 

 

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 その他有価証券 

評価差額金 

 平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
13,949 － 83,765 

 事業年度中の変動額      

  自己株式の処分     0 

  圧縮記帳積立金の取崩

（注) 
    － 

  圧縮記帳積立金の取崩      － 

  特別償却積立金の取崩

（注)  
    － 

  特別償却積立金の取崩      － 

  剰余金の配当（注)     △1,428 

  剰余金の配当      △952 

  役員賞与（注)       △90 

  当期純利益     13,108 

  自己株式の取得     △9 

  株主資本以外の項目の

事業年度中の変動額

（純額） 

△501 101 △399 

 事業年度中の変動額合計 

（百万円） 
△501 101 10,228 

 平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
13,448 101 93,994 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及び

評価方法 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

 償却原価法（定額法） 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左  

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左  

  子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法を採

用しております。 

     その他有価証券 

  時価のあるもの 

同左 

その他有価証券  

  時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づ 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に

基づく時価法を採用しており

ます（評価差額は全部純資産

直入法により処理し，売却原

価は移動平均法により算

定）。 

時価のないもの 

同左 

く時価法を採用しております

（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）。 

時価のないもの 

同左 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法を

採用しております。 

   

  (2）デリバティブ 

時価法 

(2）デリバティブ 

同左 

(2）デリバティブ 

同左 

  (3）たな卸資産 

製商品，仕掛品，主要原材料 

 総平均法による原価法を採用

しております。 

(3）たな卸資産 

同左 

(3）たな卸資産 

同左 

  その他の原材料，貯蔵品 

 移動平均法による原価法を採

用しております。 

   

２．固定資産の減価償却

の方法 

(1）有形固定資産 

定率法（ただし、建物は定額法）

を採用しております。 

(1）有形固定資産 

同左 

  

＜会計方針の変更＞ 

法人税法の改正に伴い、当

中間会計期間より、平成19年

４月１日以降に取得した有形

固定資産について、改正後の

法人税法に基づく減価償却の

方法に変更しております。 

これにより、営業利益は

131百万円減少し、経常利益

及び税引前中間純利益は222

百万円減少しております。 

＜追加情報＞ 

法人税法の改正に伴い、平

成19年３月31日以前に取得し

た資産については、改正前の

法人税法に基づく減価償却の

方法の適用により取得価額の

５％に到達した事業年度の翌

事業年度より、取得価額の

５％相当額と備忘価額との差

額を５年間にわたり均等償却

し、減価償却費に含めて計上

しております。 

これにより、営業利益は

344百万円減少し、経常利益

及び税引前中間純利益は359

百万円減少しております。 

(1）有形固定資産 

同左 

  

──────  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 ────── 

  

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

なお自社利用のソフトウェアにつ

いては社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用し

ております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

３．外貨建の資産及び負

債の本邦通貨への換

算基準 

 外貨建金銭債権債務は，中間決算

日の直物為替相場により円貨に換算

し，換算差額は損益として処理して

おります。 

同左  外貨建金銭債権債務は，期末日の

直物為替相場により円貨に換算し，

換算差額は損益として処理しており

ます。 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 売上債権，貸付金等の貸倒れに

よる損失に備えるため，一般債権

については貸倒実績率により，貸

倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し，回

収不能見込額を計上しておりま

す。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため,

当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき,当

中間会計期間末において発生してい

ると認められる額を計上しておりま

す。 

過去勤務債務は、各事業年度の発

生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（13年）によ

る定額法により按分した額を費用処

理しております。 

数理計算上の差異は,各事業年度

の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（13年）

による定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌事業年度から費用処

理することとしております。  

(2）退職給付引当金 

同左 

(2）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め，当事業年度末における退職給

付債務の見込額及び年金資産の時

価評価額に基づき、当事業年度末

において発生していると認められ

る額を計上しております。 

過去勤務債務は、各事業年度の

発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（13

年）による定額法により按分した

額を費用処理しております。 

数理計算上の差異は，各事業年

度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

（13年）による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌事業年

度から費用処理することとしてお

ります。 

  (3)引当金及びその他の引当金 (3)引当金及びその他の引当金 (3)引当金及びその他の引当金 

  (イ）賞与引当金 

 従業員賞与の支給に充てるた

め，支給見込額を計上しており

ます。 

(イ)賞与引当金 

同左 

(イ)賞与引当金 

同左 

  (ロ)役員退職慰労引当金 

 監査役に対する退職慰労金の支

給に備えるため、内規に基づく中

間期末要支給額を引当計上してお

ります。 

 なお、平成18年６月29日の定時

株主総会の日をもって取締役に対

する役員退職慰労金制度を廃止し

たため、取締役に対する役員退職

慰労引当金残高を取り崩しており

ます。未払額については長期未払

金として固定負債「その他の固定

負債」に含めております。   

(ロ)役員退職慰労引当金 

同左 

(ロ)役員退職慰労引当金 

 監査役に対する退職慰労金

の支給に備えるため、内規に

基づく当期末要支給額を引当

計上しております。 

 なお、平成18年６月29日の

定時株主総会の日をもって取

締役に対する役員退職慰労金

制度を廃止したため、取締役

に対する役員退職慰労引当金

残高を取り崩しております。

未払額については長期未払金

として固定負債「その他の固

定負債」に含めております。 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (ハ)修繕引当金 

 製造設備の定期修繕に要する

支出に備えるため，発生費用見

込額を期間に応じて配分し，当

中間会計期間に対応する金額を

計上しております。 

(ハ)修繕引当金 

同左 

(ハ)修繕引当金 

 製造設備の定期修繕に要す

る支出に備えて，発生費用見

込額を期間に応じて配分し，

当期に対応する額を計上して

おります。 

  (ニ)環境対策引当金 

 将来の環境対策に要する支出

（ポリ塩化ビフェニル廃棄物の

処理費用等）のうち、当中間会

計期間末において発生している

と認められる金額を計上してお

ります。 

(ニ)環境対策引当金 

同左 

(ニ)環境対策引当金 

 将来の環境対策に要する支

出（ポリ塩化ビフェニル廃棄

物の処理費用等）のうち、当

期末において発生していると

認められる金額を計上してお

ります。 

５．リース取引の処理方

法 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については，通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっています。 

同左 同左 

６．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 金利スワップについては特例処

理によっております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段 

金利スワップ取引 

・ヘッジ対象 

社債、借入金 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  (3）ヘッジ方針 

 当社は，原則として金利変動リ

スクを回避軽減する目的でデリバ

ティブ取引を利用しております。

また，取引の契約先は信用度の高

い金融機関に限定しております。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(3）ヘッジ方針 

同左 

  (4）ヘッジの有効性評価の方法 

 特例処理の要件に該当するた

め，有効性の評価を省略しており

ます。 

(4）ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

(4）ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

７．その他中間財務諸表

（財務諸表）作成の

ための基本となる重

要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は，税抜方

式によっております。 

なお，仮払消費税等及び仮受消

費税等は相殺し，相殺後の金額は

流動資産の「未収入金」に含めて

表示しております。 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

(1）消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は，税抜方

式によっております。 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準 

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は86,176百万円でありま

す。 

 なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 

 ──────  当事業年度より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適

用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する

金額は、93,893百万円であります。

 なお、当事業年度における貸借対

照表の純資産の部については、財務

諸表等規則の改正に伴い、改正後の

財務諸表等規則により作成しており

ます。  

ストック・オプション等に関

する会計基準 

 当中間会計期間より、「ストッ

ク・オプション等に関する会計基

準」（企業会計基準第８号 平成17

年12月27日）及び「ストック・オプ

ション等に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第11号

平成18年５月31日）を適用しており

ます。これにより営業利益、経常利

益及び税引前中間純利益は、それぞ

れ33百万円減少しております。 

  ──────  当事業年度より、「ストック・オ

プション等に関する会計基準」（企

業会計基準第８号 平成17年12月27

日）及び「ストック・オプション等

に関する会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第11号 平成18

年５月31日）を適用しております。

これにより営業利益、経常利益及び

税引前当期純利益は、それぞれ101

百万円減少しております。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

項目 
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度末 

（平成19年３月31日） 

 １．貸出コミットメント  当社は，運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行７行と貸出

コミットメント契約を締結してお

ります。これらの契約に基づく当

中間会計期間末の借入未実行残高

は次のとおりであります。 

 当社は，運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行７行と貸出

コミットメント契約を締結してお

ります。これらの契約に基づく当

中間会計期間末の借入未実行残高

は次のとおりであります。 

 当社は、運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行７行と貸出

コミットメント契約を締結してお

ります。この契約に基づく当期末

の借入未実行残高は次のとおりで

あります。 

  貸出コミットメン

トの総額 
  15,000百万円

借入実行残高 － 

差引額 15,000 

貸出コミットメン

トの総額 
  15,000百万円

借入実行残高 ― 

差引額 15,000 

貸出コミットメン

トの総額 
15,000百万円

借入実行残高 － 

差引額 15,000 

※２ 有形固定資産      

減価償却累計額               140,817百万円                    151,216百万円                    145,770百万円 

※３ 担保資産      

  投資有価証券      46百万円        4,681百万円            4,222百万円

  担保資産合計 46 4,681 4,222 

         
  (債務の内容)      
  関係会社の短期借入金 － 2,500 － 

  関係会社の長期借入金 － － 2,500 

  その他       10,545 (※）       9,589 (※）        10,087（※）

  計 10,545 12,089 12,587 

    (※)水島エコワークス株式会社の銀

行取引に係る債務であります。

(※)水島エコワークス株式会社の銀

行取引に係る債務であります。

(※)水島エコワークス株式会社の銀

行取引に係る債務であります。

※４． 「投資有価証券」には消費貸借契

約により貸し付けている有価証券

3,809百万円が含まれております。 

────── ────── 

５．偶発債務      

  (借入金に対する 

債務保証) 
     

  ゼオン・ケミカルズ・

リミテッド・パートナ

ーシップ 
            10,106百万円         7,214百万円 9,222百万円 

  ゼオンケミカルズ米沢

㈱ 437 356 389 

  ゼオンノース㈱ 34 30 76 

  ゼオン・アドバンス

ド・ポリミクス社 244 458 442 

  ゼオン・ケミカルズ・

ヨーロッパ社 167 122 148 

  瑞翁化工(広州)有限公

司 86 57 71 

  ゼオン化成㈱ 1,822 2,182 1,668 

  ゼオンメディカル㈱ 2,024 1,080 1,173 

 
ゼオン物流資材㈱ 0 － － 

 
㈱ＴＦＣ － 2,200 3,087 

  従業員（住宅資金等） 1,005 692 843 

  計 
            15,929百万円                   14,394百万円       17,124百万円 

 



項目 
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度末 

（平成19年３月31日） 

    ＜係争事件に係る賠償義務＞ 

当社及び当社の米国子会社ゼオ

ン・ケミカルズ・リミテッド・パ

ートナーシップ（米国：ケンタッ

キー州。以下ZCLP社）は、他の企

業グループとともに、NBR（アク

リロニトリル・ブタジエン・ラバ

ー）に関する価格協定があったと

して、米国の複数の州において

NBRの間接購買者から損害賠償請

求訴訟（民事集団訴訟）を提起さ

れておりました。 

このうち、平成16年4月に提起さ

れたカリフォルニア州における損

害賠償請求訴訟（民事集団訴訟）

につきましては、平成18年5月、

原告側弁護団とZCLP社の間で、

ZCLP社が原告に対して1.53百万米

ドル（約1億8千万円）を支払うこ

とを内容とする和解契約に合意し

ました。本年12月に和解契約を裁

判所が承認したことにより、同州

における間接購買者からの損害賠

償請求訴訟（民事集団訴訟）は解

決しました。 

また、平成17年1月以降にバーモ

ント州をはじめとする複数の州に

おいて提起された損害賠償請求訴

訟（民事集団訴訟）につきまして

は、平成18年1１月、原告側弁護

団とZCLP社の間で、ZCLP社が原告

に対して1.67百万米ドル（約2億

円）を支払うことを内容とする和

解契約に合意しました。この和解

は31州における請求権を解決する

ものです。今後、31州の原告弁護

団との和解を裁判所が承認するこ

とにより、原告団から離脱（オプ

ト・アウト）手続を行わなかった

原告団構成員全てとの関係におい

て、31州における間接購買者によ

る損害賠償請求訴訟（民事集団訴

訟）が解決され、米国における間

接購買者による損害賠償請求訴訟

（民事集団訴訟）が解決されるこ

とになります。 

 また、ＮＢＲに関して、当社及

び当社の欧州子会社は、欧州委員

会から競争制限取引の疑いで調査

を受けており、調査に協力してお

ります。 

  

  

＜係争事件に係る賠償義務＞ 

当社及び当社の欧州子会社は、平

成19年5月7日に、欧州委員会よ

り、欧州のNBR（アクリロニトリ

ル・ブタジエン・ラバー）取引に

おける競争制限取引の疑いに関す

る異議告知書を受領しました。こ

れは欧州委員会による調査の過程

で発行されたものです。本異議告

知書の内容を検討し、答弁書を欧

州委員会に提出しました。 

  

  

＜係争事件に係る賠償義務＞ 

当社及び当社の米国子会社ゼオ

ン・ケミカルズ・リミテッド・パ

ートナーシップ（米国：ケンタッ

キー州。以下ZCLP社）は、他の企

業グループとともに、NBR（アク

リロニトリル・ブタジエン・ラバ

ー）に関する価格協定があったと

して、米国においてNBRの間接購

買者から損害賠償請求訴訟（民事

集団訴訟）を提起されておりまし

た。 

このうち、平成16年4月に提起さ

れたカリフォルニア州における訴

訟につきましては、平成18年5月

にZCLP社が原告に対して1.53百万

米ドル（約1億8千万円）を支払う

ことを内容とする和解契約に合意

し、同年12月裁判所が和解契約を

承認したことにより、同州におけ

る訴訟は解決されました。また、

平成17年1月以降にバーモント州

をはじめとする複数の州において

提起された訴訟につきましては、

平成18年11月、ZCLP社が原告に対

して1.67百万米ドル（約2億円）

を支払うことを内容とする和解契

約に合意しました。この和解は31

州における請求権を解決するもの

であり、平成19年4月に和解契約

は裁判所により承認されました。

これにより米国における間接購買

者による損害賠償請求訴訟は解決

されました。 

また、NBRに関して、当社及び当

社の欧州子会社は、平成19年5月7

日に、欧州委員会より、欧州の

NBR取引における競争制限取引の

疑いに関する異議告知書を受領し

ました。これは欧州委員会による

調査の過程で発行されたものであ

り、本異議告知書の内容を検討し

た上で、適切な対応をとる所存で

す。 

なお、当社及びZCLP社は、他の5

企業グループとともに、SBR（ス

チレン・ブタジエン・ラバー）及

びBR（ブタジエン・ラバー）に関

する価格協定があったとして、平

成18年11月30日以降、米国におけ

る直接購買者から損害賠償請求訴

訟（民事集団訴訟）を複数提起さ

れておりましたが、本年4月まで

に、提起された全ての訴訟につい

て、それぞれの原告が自主的に当

社及びZCLP社に対する関係で取下

げを行った結果、これらの訴訟は

終結しました。 

 



（中間損益計算書関係） 

項目 
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度末 

（平成19年３月31日） 

 ６．受取手形割引高  ────── 受取手形割引高 3,497百万円  ──────  

 ７．  パーティシペーション契約の対象

とした売掛金については、「ロー

ン・パーティシペーションの会計

処理及び表示」（日本公認会計士

協会 会計制度委員会報告第３

号）に準じて、売却したものとし

て会計処理しております。なお、

売却処理した売掛金の当中間会計

期間末残高の総額は、5,225百万円

であります。 

パーティシペーション契約の対象と

した売掛金および未収入金について

は、「ローン・パーティシペーショ

ンの会計処理及び表示」（日本公認

会計士協会 会計制度委員会報告第

３号）に準じて、売却したものとし

て会計処理しております。なお、売

却処理した売掛金の当中間会計期間

末残高の総額は、2,194百万円であ

り、未収入金の当中間会計期間末残

高の総額は、3,175百万円でありま

す。 

パーティシペーション契約の対象

とした売掛金については、「ロー

ン・パーティシペーションの会計

処理及び表示」（日本公認会計士

協会 会計制度委員会報告第３

号）に準じて、売却したものとし

て会計処理しております。なお、

売却処理した売掛金の期末残高の

総額は、5,379百万円であります。 

        

※８．中間会計期間末日満

期手形 

 中間会計期間末日満期手形の会

計処理については、手形交換日を

もって決済処理をしております。

なお、当中間会計期間の末日は金

融機関の休日であったため、次の

中間会計期間末日満期手形が中間

会計期間末残高に含まれておりま

す。 

受取手形  1百万円

────── 

    

────── 

 ※９．圧縮記帳  ────── 有形固定資産の取得価額から国庫補

助金による圧縮記帳累計額100百万

円を控除しております。 

有形固定資産の取得価額から国庫

補助金による圧縮記帳累計額100百

万円を控除しております。 

        

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 １．減価償却実施額      

  有形固定資産           5,533百万円                6,907百万円                12,172百万円 

  無形固定資産 477 346 863 

  計 6,011 7,254 13,036 

※２．営業外収益のうち主

要なもの 

受取利息    36百万円

受取配当金 1,637 

受取利息      13百万円

受取配当金 1,409 

受取利息      77百万円

受取配当金 2,153 

※３．営業外費用のうち主

要なもの 

支払利息     75百万円

社債利息 101 

    

支払利息     183百万円

社債利息 149 

棚卸資産処分損 131 

支払利息     230百万円

社債利息 233 

棚卸資産処分損 336 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注)普通株式の自己株式の株式数の増加2千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。  

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加は単元未満株式の買取りによる増加であり、減少はストック・オプションの

行使によるものであります。 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加は単元未満株式の買取りによる増加であり、減少は単元未満株式の売渡請求

によるものであります。 

 
前事業年度末株式数
（千株） 

当中間会計期間増加
株式数（千株） 

当中間会計期間減少
株式数（千株） 

当中間会計期間末株
式数（千株） 

普通株式 4,041 2 － 4,043 

合計 4,041 2 － 4,043 

 
前事業年度末株式数
（千株） 

当中間会計期間増加
株式数（千株） 

当中間会計期間減少
株式数（千株） 

当中間会計期間末株
式数（千株） 

普通株式 4,048 2 34 4,016 

合計 4,048 2 34 4,016 

 
前事業年度末株式
数（千株） 

当事業年度増加株
式数（千株） 

当事業年度減少株
式数（千株） 

当事業年度末株式
数（千株） 

普通株式 4,041 7 0 4,048 

合計 4,041 7 0 4,048 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはあり

ません。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

機械装置 28 10 17 

その他の有 
形固定資産 

1,391 743 648 

無形固定資
産 

30 12 18 

合計 1,451 766 684 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械装置 28 18 10 

その他の有 
形固定資産 

1,190 539 650 

無形固定資
産 

40 17 23 

合計 1,260 575 684 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

機械装置 28 14 13 

その他の有 
形固定資産 

1,214 584 629 

無形固定資
産 

31 13 17 

合計 1,273 612 660 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内       270百万円

１年超 414 

合計 684 

１年内   248百万円

１年超 436 

合計 684 

１年以内    252百万円

１年超 408 

合計 660 

（注）取得価額相当額及び未経過リース料中

間期末残高相当額は，未経過リース料中

間期末残高の有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いため，支払利子

込み法により算定しております。 

同左  なお、取得価額相当額及び未経過リー

ス料期末残高相当額は、未経過リース料

期末残高の有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料   193百万円

減価償却費相当額 193 

支払リース料    136百万円

減価償却費相当額 136 

支払リース料    353百万円

減価償却費相当額 353 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし，残存価額

を零とする定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

   当社及び当社の米国子会社ゼオン・ケミ

カルズ・リミテッド・パートナーシップ

（米国：ケンタッキー州）は、他の5企業

集団とともに、ＳＢＲ（スチレン・ブタジ

エン・ラバー）及びＢＲ（ブタジエン・ラ

バー）に関する価格協定等があったとし

て、平成18年11月30日に、米国における直

接購買者から損害賠償請求訴訟（民事集団

訴訟）を提起されましたが、請求金額は明

示されておりません。当社及び当社の米国

子会社は、共同して訴訟に対応していると

ころであります。 

 ────── 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

────── 



(2）【その他】 

①平成19年11月7日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(イ) 中間配当による配当金の総額…………………1,428百万円 

(ロ) １株当たりの金額………………………………6円00銭 

(ハ) 支払請求の効力発生日及び支払開始日………平成19年11月30日 

（注）平成19年9月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主に対し、支払いを行います。 

② 当社及び当社の欧州子会社は、平成19年5月7日に、欧州委員会より、欧州のNBR（アクリロニトリル・ブタジ 

  エン・ラバー）取引における競争制限取引の疑いに関する異議告知書を受領しました。これは欧州委員会によ 

  る調査の過程で発行されたものです。本異議告知書の内容を検討し、答弁書を欧州委員会に提出しました。 

  



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に，次の書類を提出しております。 

(1)有価証券報告書及びその添付書類 

 （第82期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月28日関東財務局長に提出 

(2)有価証券報告書の訂正報告書 

平成19年10月１日関東財務局長に提出 

（第82期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）の有価証券報告書の訂正報告書であります。 

  

(3)臨時報告書 

平成19年７月30日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第2号の2の規定に基づく臨時報告書であります。 

(4)臨時報告書の訂正報告書 

平成19年８月17日関東財務局長に提出 

平成19年７月30日提出の臨時報告書に係る訂正報告書であります。 

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年12月28日

日本ゼオン株式会社    

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 神谷 和彦 印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 百井 俊次 印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 米村 仁志 印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本ゼオ

ン株式会社の平成18年4月1日から平成19年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年4月1日から平成18

年9月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等

変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、日本ゼオン株式会社及び連結子会社の平成18年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連

結会計期間（平成18年4月1日から平成18年9月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間連結財務諸

表に添付する形で別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成19年12月20日

日本ゼオン株式会社    

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 神谷 和彦 印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 沼田  徹 印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 米村 仁志 印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る日本ゼオン株式会社の平成19年4月1日から平成20年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成19年4月1日

から平成19年9月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結

株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、日本ゼオン株式会社及び連結子会社の平成19年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連

結会計期間（平成19年4月1日から平成19年9月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間連結財務諸

表に添付する形で別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年12月28日

日本ゼオン株式会社    

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 神谷 和彦 印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 百井 俊次 印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 米村 仁志 印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本ゼオ

ン株式会社の平成18年4月1日から平成19年3月31日までの第82期事業年度の中間会計期間（平成18年4月1日から平成18年9

月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について

中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対

する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、日本ゼオン株式会社の平成18年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年4月1日か

ら平成18年9月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に

添付する形で別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成19年12月20日

日本ゼオン株式会社    

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 神谷 和彦 印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 沼田  徹 印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 米村 仁志 印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る日本ゼオン株式会社の平成19年4月1日から平成20年3月31日までの第83期事業年度の中間会計期間（平成19年4月1日か

ら平成19年9月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計

算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、日本ゼオン株式会社の平成19年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成19年4月1日か

ら平成19年9月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に

添付する形で別途保管しております。 
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